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第 1 章 
はじめに 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 - 2 - 
1.1 本研究の背景 
 
近年，国際情勢の緊迫化，中国経済の活発化に伴う国際的エネルギー消費の
大幅増大，地球温暖化などの地球環境問題などが顕在化している。また，温室
効果ガスの削減に関する京都議定書が発効され，環境負荷の少ない石油代替エ
ネルギーである新エネルギーの導入促進が重要となってきている。新エネルギ
ーの中でも、自然エネルギーである太陽光や風力は、有力な再生可能エネルギ
ーであり、稼働中には二酸化炭素等の温室効果ガスの排出が少ない，クリーン
なエネルギーであることから、その導入促進が期待されている。図 1.1 と図 1.2
に示すように太陽光や風力などの自然エネルギーを利用した分散型電源の連系
量は増加しており，今後もますます増加することが予想される。独立行政法人
新エネルギー・産業技術総合開発機構は，太陽光発電の普及に対して，「太陽光
発電を 2030 年までに主要なエネルギーの１つに発展させること」を目標に，太
陽光発電ロードマップ（PV2030）(1)を策定し，さらに，PV2030 を見直し，「2050
年までに太陽光発電は CO2 削減の一翼を担う主要技術として、我が国ばかりで
なくグローバルな社会に貢献する」を追加し，ロードマップ(PV2030+)(2)と発展
させた。また，風力発電の普及に対しては，「風力発電事業者等が風力発電の導
入を検討する際の手引き」として風力発電導入ガイドブック(3)を発行している。 
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図 1.1 日本の太陽光発電システムの累積導入量 
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図 1.2 日本の風力発電システムの累積導入量 
 
しかし，太陽光や風力などの自然エネルギーを利用した分散型電源の出力は
天候によって決まり，連系台数の増加や出力変動が大きくなった場合，電圧不
平衡率や電圧歪率などの電力品質の悪化や電圧が適正範囲を逸脱するなど，配
電ネットワークに大きな影響を与える。また，逆潮流による電圧上昇を抑制す
るために，分散型電源の連系量が抑制され，十分に発電できない恐れもある。
このように，分散型電源の多数台連系には技術課題があり，分散型電源の系統
連系実績数の増加に伴い，分散型電源の系統連系に対する課題等が議論・研究
がされている(4)-(35)。分散型電源側の課題を解決するための技術としては，出力
変動評価技術，電力貯蔵容量決定技術，高調波抑制技術，出力変動補償技術な
どが考えられる。一方，配電ネットワーク側の課題を解決するための技術とし
ては，開閉器制御技術，電圧制御技術，分散型電源の連系可能容量の計算技術，
などが考えられる。これらの課題を解決するためには，分散型電源と配電ネッ
トワークとが協調して取り組む必要があると思われる。 
太陽光発電システムや風力発電システムなどの分散型電源が配電ネットワー
クに連系されると，分散型電源からの逆潮流により電圧が上昇し，適正範囲を
逸脱する恐れがある。分散型電源の連系から起こる電圧上昇による適正電圧範
囲からの逸脱が生じた場合，LRT (Load-Ratio control Transformer)や SVR(Step 
Voltage Regulator)などの自動電圧調整器を用いれば電圧逸脱を解消できるが，
自然エネルギーを利用した分散型電源の出力は，天候に大きく左右されるため，
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出力変動が大きくなった場合，自動電圧調整器だけでは複雑な電圧分布の電圧
逸脱を制御することは困難である。太陽光発電システムには，力率制御により
無効電力を供給して系統連系点の電圧上昇を抑制する機能があるが，力率制御
により太陽光発電システムが連系された地点での電圧逸脱が解消されても，連
系地点以外では電圧逸脱が解消されない場合が考えられる。配電ネットワーク
全体の電圧を適正範囲に収めるように，太陽光発電システムを制御する必要が
ある。また，風力発電機の出力は地域や天候によって急峻に変動するため，大
容量になると系統の周波数や電圧への悪影響が懸念されている。変動を抑制す
る対策として，風力発電システムに蓄電池を併設して出力変動を平滑化する試
みがなされている。しかし，大容量の蓄電池を設置することは設置コストの増
大につながるため，経済的コストの観点から，風力発電機の出力変動を抑制す
ることが可能な蓄電システムの制御方法が必要となる。 
配電ネットワークには，配電線事故時の電力融通や停電区間の切り離しを迅
速に実施するために多数の遠隔制御用開閉器が配電線の途中に設置されている。
これらの開閉器を操作することで負荷分布，系統のインピーダンスを変更させ，
線路電流，地点電圧および電力品質(36)-(38)の制御を実施することができる。配電
ネットワークの構成を決定する際，コストに関わる配電損失が最小となる構成
が理想とされてきたが，分散型電源が連系され系統状態に影響を受けると，配
電損失が最小となる構成でも電力品質の管理目標値を超過する恐れがある。し
たがって，配電損失以外に電圧不平衡率や電圧ひずみ率など電力品質に関して
も総合的に評価し，ネットワーク構成を決定する必要がある。また，配電ネッ
トワークの各配電線の送出し電圧は，配電用変電所における配電用変圧器のタ
ップの切替により離散的に制御されているが，離散値で動作させる変圧器タッ
プ位置のパターンの組合せは膨大となる。これらの膨大なタップ位置のパター
ンの組合せの中から，全地点の時間毎の電圧を許容範囲内に収めつつ，かつ，
変圧器の長寿命化を目的として切替回数が最小となる一つのパターンを決定す
ることが理想とされている。分散型電源が連系された配電ネットワークでは，
事故などにより分散型電源が解列された場合，電圧が適正範囲を逸脱する恐れ
があるため，分散型電源連系時と解列時の双方を踏まえて送出し電圧を決定す
る必要がある。さらに，現在，分散型電源と配電ネットワークの運用は独自に
行われているが，いつ，配電線のどこに，どれだけの電力なら分散型電源から
注入しても他の需要家に悪影響を及ぼさないのかという情報を，配電ネットワ
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ークの運用管理者から分散型電源設置希望者に提示することは，分散型電源の
過剰な設備投資の抑制，配電ネットワークの安定運用維持と双方にメリットが
生まれることになる。 
これまで，自然エネルギーを利用した分散型電源と配電ネットワークとが協
調して，安定かつ確実に電力を供給するという新しい概念に基づいた電力供給
システムの検討が，国内外で行われている(39)。これらの検討の多くはシミュレ
ーションで行われており，計算機シミュレーションによる検証では，対策の再
現性の問題は解決できるが，モデル化による割り切りが必ず入るため，実現性
の検証としては説得力に欠けてしまう。分散型電源と配電ネットワークとの協
調運用の実現のためには，シミュレーション手法だけでなく，実験による検証
も必要となる。しかし，実験による分散型電源と配電ネットワークとの協調運
用の検証はこれまで行われていない。一方，実系統を用いた実証試験は，法的
や時間的や経済的な制約を受ける場合が多く，大学の実験室のような閉じたエ
リアでならば問題なく実施できるような検証実験や評価実験が実施できない場
合が起こりうる。分散型電源の連系課題に対する新たな対策機器や制御手法な
どの有効性を確認するためには，新たな対策機器や制御手法を自由に実装可能
な実験設備が新しく必要となる。 
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1.2 本研究の目的 
本研究の目的は，分散型電源の連系による課題を解決するために，配電ネッ
トワークの管理者側と分散型電源の設置者側の双方が協調して配電ネットワー
クを安定に運用する手法を提案する。提案する協調運用形態は，以下の配電ネ
ットワークの安定運用手法と分散型電源の有効利用手法の 2 つからなってお
り，配電ネットワークを安定に維持しつつ分散型電源の普及拡大を目指すもの
である。 
 
[配電ネットワークの安定運用手法] 
① 多面的開閉器制御による最適ネットワーク構成の決定手法 
分散型電源が連系された配電ネットワークの配電損失軽減と電力品質の維
持を目的として，配電損失面と電力品質面（電圧ひずみ率，電圧不平衡率）
から見て最良な配電ネットワークを決定する手法を提案する。具体的には，
開閉器の開閉状態から構成される，配電ネットワークの運用制約を満たす全
てのネットワーク構成候補に対して，24 時間断面での総配電損失，電圧ひず
み率の最大値，および，電圧不平衡率の最大値から評価を行い，ネットワー
ク構成を決定する。 
 
② 多面的送り出し電圧制御による最適送出し電圧プロファイルの決定手法 
配電用変圧器タップの長寿命化と配電ネットワーク全体の適正電圧維持を
目的として，配電用変圧器タップの 1 日のタップ総切替回数と電圧目標値誤
差二乗和が最小となる送出し電圧プロファイルを，最適送出し電圧プロファ
イルとして決定する手法を提案する。具体的には，24 時間断面において，電
圧を適正範囲に維持可能なタップ可動許容範囲を求め，その中で，タップ切
替回数が少なく電圧余裕が最大となる送出し電圧プロファイルを決定する。
また，分散型電源連系時には，分散型電源が解列されたときに，電圧が適正
電圧範囲を逸脱しないことも考慮して決定する。 
 
③ 分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力の算定手法 
分散型電源の連系に対する設備に対する対策の指針となるように，いつ，
配電損失のどこに，どれだけの分散型電源（分散型電源の地点別時間別連系
可能最大出力）が連系されても配電ネットワークに悪影響を与えないかを提
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示することを目的として，分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力を算
定する手法を提案する。具体的には，すべての地点と時間において，分散型
電源の出力を徐々に上げていき，適正電圧制約（すべての地点の電圧が適正
範囲を逸脱しない）と逆潮流制約（総負荷以上の出力を注入しない）の 2 つ
の制約を考慮し，2 つの制約を満足する限界の出力を，分散型電源の地点別
時間別連系可能最大出力として算定する。 
 
[分散型電源の有効利用手法] 
④ 太陽光発電システム群の力率制御手法 
太陽光発電システム群の総有効電力最大化と配電損失の軽減を目的とし
て，配電ネットワーク全体の電圧を監視し，太陽光発電システム群の連系よ
り電圧が適正範囲を逸脱する場合には，ネットワーク全体の電圧を適正範囲
内に維持することを制約条件として，有効電力の総和が最大となるように太
陽光発電システムの力率を制御する手法を提案する。また，太陽光発電シス
テム群の力率の組み合わせによっては，有効電力出力の総和が等しくなる組
合せが複数存在するため，配電損失が最小となる力率を最適な力率とする。 
 
⑤ 蓄電池による風力発電出力変動平滑化制御手法 
配電ネットワーク全体の適正電圧維持と風力発電システムに併設される蓄
電池容量を最小にすることを目的として，変動の激しい風力発電システムの
出力を蓄電池の充放電出力により平滑化する手法を提案する。平滑化制御シ
ステムは一次遅れ回路で構成し，平滑化時定数変更することで蓄電池の充放
電出力を制御する。平滑化時定数を徐々に変更し，配電ネットワーク全体の
電圧を適正範囲内に維持できる時定数を求める。また，各平滑化時定数の充
放電データから蓄電池容量を算出する。電圧が適正範囲に収まる時定数の中
で蓄電池容量が最小となる平滑化時定数を最適時定数として決定する。 
 
また，太陽光発電システムや風力発電システムなどの自然エネルギー利用型
分散型電源が順次連系されるシナリオを想定し，分散型電源が連系された配電
ネットワークを約 1/30 の電圧電流スケールで縮小模擬した分散型連系課題解
決支援実験システムを用いて，提案手法の実験検証を行う。 
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1.3 本論文の構成 
 
本論文は全 7 章で構成されている。 
 
第 2 章では，自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークについて
の概要を述べる。また，自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワーク
との協調運用形態と協調運用形態の検証実験の概要について述べる。 
 
第 3 章では，自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークとの協調
運用形態を実証検証するために構築された，分散型電源連系課題解決支援実験
システムの概要を述べる。また，分散型電源連系課題解決支援実験システムの
構成要素である，分散型電源連系課題解決支援実験システムの構成要素である
AVR（Automatic Voltage Regulator），送出し電圧制御装置，配電線路装置，単相
負荷装置，インバータ装置，LRT (Load-Ratio control Transformer)装置および SVR 
(Step Voltage Regulator)装置，デジタル計測器，プログラム制御用機器の概要に
ついて説明する。 
 
第 4 章では，第 2 章で説明した自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネッ
トワークとの協調運用形態を構成する配電ネットワークの安定運用手法（①配
電損失の軽減と電力品質維持を目的とした，多面的開閉器制御による最適ネッ
トワーク構成の決定手法，②配電用変圧器タップの長寿命化と配電ネットワー
ク全体の適正電圧維持を目的とした，多面的送り出し電圧制御による最適送出
し電圧プロファイルの決定手法，③配電ネットワークの安定供給維持と分散型
電源の過剰な設備投資の抑制を目的とした，分散型電源の地点別時間別連系可
能最大出力の算定手法）の提案を行う。また，構築された実験システムを用い
て提案手法の検証実験について述べる。 
 
第 5 章では，第 2 章で説明した自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネッ
トワークとの協調運用形態の中の分散型電源の有効利用手法（④適正電圧を維
持しつつ，総有効電力最大化と配電損失の最小化を目的とした，太陽光発電シ
ステム群の力率制御手法，⑤蓄電池容量の最小化と適正電圧維持を目的とした，
蓄電池による風力発電出力変動平滑化制御手法）の提案を行う。また，構築さ
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れた実験システムを用いて提案手法の検証実験について述べる。 
 
第 6 章では，4 章と 5 章提案した自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネ
ットワークとの協調運用形態の検証実験の結果について示し，各手法の妥当性
と実現可能性を検証する。 
 
第 7 章に本論文のまとめとする。 
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第 2 章 
自然エネルギー利用型分散型電源と 
配電ネットワークとの協調運用形態 
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2.1 分散型電源の概要 
 
分散型電源 DG(Distributed Generator)とは，電力の消費地近傍の送配電ネット
ワークに設置される小中規模電源を意味する。近年，分散型電源の設置上のメ
リットと実用化技術の進展に伴い，複数の分散型電源が配電ネットワークに設
置されることが期待される。 
わが国では，分散型電源の導入と運用に関わる政策及び制度として，平成 5
年 10 月に分散型電源系統連系技術指針(JAEG 9701-1993)が整備され，また平成
6 年 2 月には連系対象の電力会社の余剰電力購入単価が 10 電力会社によって提
出された。今後，このような制度の整備により，本格的な分散型電源の導入が
期待される。 
分散型電源には，小規模の発電あるいは電力貯蔵装置，例えば太陽光発電設
備（太陽電池），熱併給発電設備（コ・ジェネレーション），燃料電池発電設備，
電池式電力貯蔵設備などがある。 
分散型電源は需要家と近接しているため，送電損失が軽減される。また，長
距離送電線の負担も軽減され，送電線の用地確保が難しくなった場合の電源確
保にも有効であると考えられる。さらに，建設期間が短いので需要増への素早
い対応も期待される。 
 分散型電源の代表的なものとして、太陽電池，風力発電機，燃料電池，二次
電池，コ・ジェネレーションなどがある。表 2.1 に主な分散型電源とその特徴
を示す。 
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表 2.1 分散型電源設備の特徴 
 
種類 出力 エネルギー源 効率 出力安定性 環境影響
太陽光発電 直流 太陽光 十数％程度 日射量により変動 小 
風力発電 交流 風 30％程度 風速により変動 騒音 
燃料電池 直流 化石燃料 
40～60％（電力のみ）
80％程度（熱供給考慮）
安定 排気ガス
二次電池 直流 原子力 70％程度（貯蔵効率） 安定 排気ガス
コ・ジェネ 交流 化石燃料 70～80％（総合） 安定 小 
 
分散型電源のうち、太陽電池，燃料電池などが直流電力を発生させる電源で
ある。このため、従来の交流電気機器などを動作させ、電力系統に連係するた
めには直交変換装置（インバータ）が必要となる。これらの分散型電源の出力
は電力系統を介さずに直接負荷に供給される場合もあるが、電力系統と連系す
ることで、供給信頼性の向上，分散型電源利用効率の向上が期待される。この
ため、将来は大半の分散型電源が系統に連系されていくと考えられる。 
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2.2 配電ネットワークの概要 
 
今日、エネルギーの複合化時代を迎え、電気、ガス、石油等の様々なエネル
ギーが消費者によって選択され、それぞれの特色を生かしたエネルギーの総合
利用が行われている。なかでも電気エネルギーの利用は安全性と利便性を兼ね
備えたクリーンなエネルギーとして国のエネルギー政策の根幹を成す分野であ
り大きな割合を占め、わが国の経済活動等において欠かせないものとなってい
る。 
電力系統は主に発電・送電・変電・配電の分野に分けられ，それぞれの部門
が良質な電気を需要家に供給するために供給側は日夜努力している。また，電
力需要の増大と電力利用の多様化は良質な電気を一層効率的かつ，合理的に供
給することの必要性を増大させている。その中で，配電ネットワークとは二次
変電所，あるいは配電用変電所から需要家に至る設備のことである。そこでの
送配電は，変圧器による電圧の上げ下げが容易であることから，交流を用いら
れている。また，日本国内においては，一般的に配電用変電所と需要地点との
間は高圧(6.6kV)で配電し，通常は需要地点において，柱上変圧器を用いて低圧
(電灯 100V，動力 200V)に降圧して電力を供給している(図 2.1 参照)。 
 
発電所 
大規模工場
一次変電所 配電用変電所
二次変電所 
住宅区 
小規模工場 
ビル、中規模工場
配
電
系
統
 
 
 
図 2.1 電力系統と配電ネットワーク 
 
 
 
配
電
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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電力系統を形態別に分類すると、放射状系統とループ状系統に大別される。 
 
• 放射状系統 
発電所、変電所から放射状に延びた送電線で系統を構成する。この系統
では、系統構成が単純で事故時の波及が少ない反面、1 ルート事故時に他
ルートからの応援ができないため停電しやすい。 
• ループ状系統 
発電所、変電所から放射状に延びた送電線を隣接する他の送電線と常時
並列して系統を構成する。この系統では、系統構成が比較的複雑で事故
時に他へ波及し広範囲に影響を与えることもある反面、1 ルート事故時に
は他ルートからの素早い応援により停電からの復旧は早い。 
 
G G G G発電所
変電所
送
電
線
送電線
発電所
変電所
(a)放射状系統 (b)ループ状系統  
 
図 2.2 系統構成の種類（電源送電線の例） 
 
わが国の電力系統では放射状系統、ループ状系統それぞれの特徴に応じて使
用されているが、基幹系統ではループ状系統、放射状系統共に採用されている
が、負荷供給系統、配電系統では一般的に放射状系統が採用されている。 
 
配電ネットワークの構成は樹枝状方式を採用しており，これは配電ネットワ
ークが新規の需要に対してその都度設備を増設し，地域の需要に合わせた形態
となっている。以下の図 2.3 に示すように，配電線にかかる負荷を基準として
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一般に給電線（フィーダ），幹線，分岐線と区別して呼ばれ，負荷は各線上に分
布している。 
 
 
変電所 
立ち上がり点 
幹線 
分岐線 給電線（フィーダ）
幹線 
 
図 2.3 配電線の形状の概念図 
 
（1）給電線(フィーダ) 
 ・変電所から幹線までの負荷と直接接続されることのない部分をいい，配
電ネットワークの供給信頼度の面から見ても最も重要な部分である。さ
らに，給電線が変電所に密集していることから，配電線の重要度や信頼
性，美観的の目的から地中線となる。 
 
（2）立ち上がり点 
 ・給電線から幹線になる地点，つまり，地中線から架空線となる地点を立
ち上がり点と呼ぶ。なお，この立ち上がり点から幹線側に負荷が接続さ
れる。 
 
（3）配電幹線 
・ 給電線を通して立ち上がり点から需要家までの配電線を幹線と分岐線
に分類するが，この定義は画一的ではない。例としては，「幹線とは給
電線に接続し通過最大電流が変電所の送出最大電流の 30%になるまで
を言う。但し，30%になるまでの電圧降下が末端最大電圧降下の 50%
未満の場合は，電圧降下が 70%になるまでの部分を言う。」等がある。 
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2.3 自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークとの協
調運用形態 
 
分散型電源の導入拡大が進展すると，電圧逸脱回避や一斉解列時の過負荷回
避など，配電ネットワークが新たに達成すべき運用目標が増えてくる。一方で，
電力品質の維持（電圧不平衡率が 3%以下，電圧ひずみ率が 5%以下）や，配電
損失の最小化など，従来から達成すべき複数の運用目標が存在する。これらの
多様な系統運用目標を同時に達成するための一つの方策として，配電ネットワ
ーク管理者が分散型電源の連系可能容量を提示しながら，配電ネットワークの
開閉器制御や送出し電圧制御による運用を従来よりも柔軟かつ動的に実施して
いくことが考えられる。一方，分散型電源の導入拡大を推進し，省エネや環境
負荷低減というメリットを社会に還元するためにも，分散型電源設置者は出力
変動や電圧ひずみの発生要因等を極力抑えた電力を連系可能容量が超過しない
範囲で系統に注入していくことが望ましいと思われる。そこで，分散型電源の
連系によるさまざまな課題を解決するために，配電ネットワークの管理者側と
分散型電源の設置者側の双方が協調してそれぞれを運用する手法を提案する。 
提案する配電ネットワークの協調運用形態では，配電ネットワーク管理者が，
配電ネットワーク構成を開閉器制御により積極的に変化させていくことで，線
路電流を動的に制御し，分散型電源の導入数の増加や出力の急変に対しても，
①配電損失軽減，②電力品質の維持・改善（電圧ひずみ率，電圧不平衡率），③
供給信頼度維持（事故時の供給支障量の最小化）が常にバランスよく達成可能
な系統状態を維持する。さらに，センサー付き開閉器からの監視情報をもとに，
系統電圧を適正範囲内に維持しつつ，かつ，変圧器タップの切り替え回数の最
小化と電圧余裕の最大化を実現できる多目的な送出し電圧制御を実施し，分散
型電源からの逆潮流による電圧上限逸脱の回避や，解列時の電圧下限逸脱の回
避能力を確保する。また，その系統状態において，各配電線に対して，分散型
電源の地点別と時間別の連系可能最大出力を算出して，それらの結果を分散型
電源設置希望者に提示することで，分散型電源設置希望者はどのような種類の
分散型電源をどこに設置し，どのように運転すればよいのかが判断可能になり，
結果として，効果的な分散型電源の設置計画と運転を誘導することになる。一
方，分散型電源設置者は，配電ネットワーク管理者から提示された連系可能最
 - 17 - 
大出力を参照して分散型電源の設置と運転を実施するにあたって，太陽光発電
や風力発電などの自然エネルギー利用の分散型電源を設置する場合には，風力
発電電力の予測技術や太陽光発電システムのインバータの空き容量を用いた配
電線電圧のひずみ抑制技術（高調波抑制技術）等により配電ネットワークとの
協調運用を行う。また，電力貯蔵装置を設置する場合には，前述の技術を活用
した上で最適な充放電パターンの決定とそれに基づく容量の決定を行う。さら
に系統から見たときの出力変動を補償するために，二次電池だけでなく，ガス
エンジンやマイクロガスタービンなども統合制御することも視野に入れている。 
提案する配電ネットワークの協調運用形態の概念を図 2.4 に示す。協調運用
形態は，(1)配電ネットワークの安定運用（図 2.4 の①～③）と(2)分散型電源の
有効利用（図 2.4 の④～⑧）に分けられる。図 2.4 の太い矢印の流れに示すよう
に，①多目的開閉器制御による配電ネットワーク構成の決定（配電損失の軽減
と電力品質の維持・向上）を実施して複数の目的を達成可能な配電ネットワー
ク構成を決定した後に，②多目的送出し電圧制御による最適送出し電圧プロフ
ァイルの決定（配電用変圧器の長寿命化と電圧余裕の最大化）を実施して系統
電圧を適正範囲内に収めてから，③分散型電源の地点別時間別連系可能最大出
力を配電線ごとに計算し，分散型電源設置希望者に提示する（配電ネットワー
クの安定供給維持と過剰な設備投資の抑制）。 
分散型電源設置希望者は，地点別時間別連系可能最大出力を参考に，設置す
る設備とその必要に応じて，④発電電力想定(14)，⑤高調波抑制(15)- (16)（自然エ
ネルギー利用と電力品質向上），⑥電力貯蔵装置の最適運転(17)，⑦出力変動補
償等(18)-(19)（分散型電源導入量の増加）を実施し，⑧連系による系統への影響を
抑制した電力を配電ネットワークに注入する。分散型電源からの電力注入がな
された後，配電ネットワーク管理者と分散型電源設置者は，同様の手続きを繰
り返していくことで，地点別時間別連系可能最大出力を媒介とする協調運用が
なされ，分散型電源の導入拡大と配電ネットワークの安定供給の両方が継続的
に実現されると考える。 
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分散型電源の有効利用 (④-⑧ ) 
配電ネットワークの安定運用 (①-③ ) 
DGからの注入電力
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③ 分散型電源の
地点別時間別連系可能最大出力
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② 最適送出し電圧の決定
④ 発電電力予測
⑤ 高調波抑制
⑥ 電力貯蔵装置の最適運用
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⑦ 出力変動補償
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図 2.4 自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークとの 
協調運用形態の概要 
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2.4 自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークとの協調
運用実験の概要 
 
2.3節で示した自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークとの協調
運用形態の実験検証するために，時系列で自然エネルギー利用型分散型電源が，
配電ネットワーク側から提示される地点別時間別を参照して，4段階（時期1か
ら時期3に太陽光発電システム，時期4に風力発電システムを連系）の時間経緯
で追加連系されていくシナリオを想定し，以下の5つの手法を繰り返し実施する。
なお，想定するシナリオにおいて，分散型電源の有効利用手法は，連系可能最
大出力を超える分散型電源が連系された場合に実施を行う。本実験では，時期3
と時期4に連系可能最大出力を超えるような太陽光発電システムと風力発電シ
ステムが連系されることを想定している。各手法の詳細は，4章（配電ネットワ
ークの安定運用手法）と5章（分散型電源の有効利用手法）において記述する。 
 
[配電ネットワークの安定運用手法] 
①多面的開閉器制御による最適ネットワーク構成手法（4.2節） 
②多面的送出し電圧制御による最適送出し電圧プロファイル決定手法（4.3節） 
③分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力の算定手法（4.4節） 
 
[分散型電源の有効利用手法] 
④太陽光発電システム群の力率制御手法（5.1節） 
⑤蓄電池を用いた風力発電出力変動平滑化制御手法（5.2節） 
 
表2.2に分散型電源の時系列連系シナリオと決定される協調運用形態の内容を
示す。また，このシナリオに基づく，協調運用実験のフローチャートを図2.5に
示す。 
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表2.2 分散型電源の時系列連系シナリオと決定される協調運用形態の内容 
 
配電ネットワークの安定活用 分散型電源の有効利用 
ネットワーク構成の最適化実験
分散型 
電源の 
時系列 
連系 
シナリオ 
① 
最適構成 
の決定 
② 
最適送出し 
電圧 
プロファイル 
③ 
地点別 
時間別 
連系可能 
最大出力 
の算定実験
新規に 
連系される
分散型電源
④・⑤ 
新規 
分散型電源の 
評価・対策 
実験 
時期1 最適構成1 
最適送出し電圧 
プロファイル 1 
連系可能 
最大出力1
太陽光発電
システム 1
太陽光システムの
力率制御 
時期2 最適構成2 
最適送出し電圧 
プロファイル2 
連系可能 
最大出力2
太陽光発電
システム 2
太陽光システムの
力率制御 
時期3 最適構成3 
最適送出し電圧 
プロファイル3 
連系可能 
最大出力3
太陽光発電
システム3
太陽光システムの
力率制御 
時期4 最適構成4 
最適送出し電圧 
プロファイル4 
連系可能 
最大出力4
風力発電 
システム 
風力発電システム
出力変動平滑化 
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<4.2> 多目的開閉器制御実験による
ネットワーク構成の決定
Start
配電系統の状態の設定
（線路インピーダンス，負荷特性）
<5.1> 太陽光発電システムの力率制御実験
N＝Nfinal
End
YES
NO
分散型電源の連系台数（Ninitial ，Nfinal ）の入力
<5.2> 蓄電池を用いた風力発電システム
出力変動の平滑化実験
分散型連系台数 N＝Ninitial
<4.3> 多目的送出し電圧制御実験による
送出し電圧プロファイルの決定
<4.4> 分散型電源の
地点別時間別連系可能最大出力の算定実験
新規に分散型電源を連系（N＝N+1）
算定された連系可能最大出力
を参照して新規分散型電源の出力を決定
太陽光発電システムの連系
YES
NO
風力発電システムの連系
 
 
図2.5 協調運用実験のフローチャート 
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第 3 章 
分散型電源連系課題解決支援実験システム 
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3.1 分散型電源連系課題解決支援実験システムの概要 
 
分散型電源の連系課題に対して，これまで，シミュレーション手法の開発は
行われているが，実験による検証はあまり行われていない。計算機シミュレー
ションによる検証では，対策の再現性の問題は解決できるが，モデル化による
割り切りが必ず入るため，実現性の検証としては説得力に欠けてしまう。分散
型電源と配電ネットワークとの協調運用の実現のためには，シミュレーション
手法だけでなく，実験による検証も必要となる。しかし，実験による分散型電
源と配電ネットワークとの協調運用の検証はこれまで行われていない。一方，
実系統を用いた実証試験は，法的や時間的や経済的な制約を受ける場合が多く，
大学の実験室のような閉じたエリアでならば問題なく実施できるような検証実
験や評価実験が実施できない場合が起こりうる。 
分散型電源の連系課題に対する新たな対策機器や制御手法などの有効性を確
認するためには，新たな対策機器や制御手法を自由に実装可能な実験設備が新
しく必要となる。そこで，これまで提案してきた分散型電源連系課題解決技術
を実証するため，また，様々な機関の研究者が独自に開発した分散型電源連系
課題解決技術を自在に実証実験可能な開放的で中立的な実証試験設備として，
分散型電源連系課題解決支援実験システムを実系統の約 1/30 の電圧電流スケ
ールで構築した。 
分散型電源連系課題解決支援実験システムの写真と構成を図3.1と図3.2に示
す。構築した実験システムは，6.6kV 配電系統の電圧・電流のスケールを下げ，
三相 3 線式非接地の 200V 配電方式で縮小模擬したものである。図 3.1 と図 3.2
に示すように分散型電源連系課題解決支援実験システムは，プログラム制御用
機器，電圧制御装置（LRT(Load-Ratio control Transformer)，SVR(Step Voltage 
Regulator)），開閉器付き配電線路装置（7 台），単相定インピーダンス負荷装置
（18 台），分散型電源模擬装置（7 台，定電力負荷および電力貯蔵模擬装置とし
ても使用可能），デジタル計測装置，AVR から構成されている。また，実験の
目的に応じて新しく実験機器を接続することも可能となっている。実験システ
ムの各装置の概要を表 1 に，分散型電源連系課題解決支援実験システムの制御
方式を図 3 に示す。実験システムの各装置は，様々な機関の研究者が独自に開
発した分散型電源連系課題解決技術を実証検証するため，実験の目的に応じて
自在に接続・制御することで，様々な配電ネットワークを再現でき，配電ネッ
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トワークの各地点の所望の電圧・電流データのデジタル計測が可能である。ま
た，MATLAB/Simulink，Real-Time Workshop，および，dSPACE を用いることで，
計算機からの制御信号により直接制御され，LRT 装置と SVR 装置の変圧器タ
ップ位置や開閉器の開閉状態がプログラム制御可能であり，各地点の電圧・電
流データを取得しフィードバック制御も可能である。連系インバータを用いて，
定電力負荷や分散型電源出力の秒オーダーの速い実変動もプログラム制御によ
り再現できる。線路インピーダンスや定インピーダンス負荷も，離散制御変数
の組み合わせにより変更できる。さらに，情報インフラが整備されている大学
に設置することで，インターネットによる遠隔制御や実験結果のデータベース
の共有化も可能である。 
各装置は計算機からの制御信号により各装置の制御を行っており，図 3.3 に
分散型電源連系課題解決支援実験システムの制御方式を示す。図 3.3 に示すよ
うに，送出し電圧，線路インピーダンス値，開閉器のオンオフ，定インピーダ
ンス負荷，定電力負荷，および，分散型電源の出力の 24 時間断面での制御が可
能である。 
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図 3.1 分散型電源連系課題解決支援実験システム
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図 3.2 分散型電源連系課題解決支援実験システムの構成 
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図 3.3 分散型電源連系課題解決支援実験システムの制御方式 
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3.2 分散型電源連系課題解決支援実験システムを構成する各装置
の概要 
 
分散型電源連系課題解決支援実験システムの構成要素である AVR（Automatic 
Voltage Regulator）（図 3.4），送出し電圧制御装置（図 3.5），配電線路装置（図
3.6），単相負荷装置（図 3.7），インバータ装置（図 3.8），LRT (Load-Ratio control 
Transformer)装置および SVR (Step Voltage Regulator)装置（図 3.9）デジタル計測
器，プログラム制御用機器の概要を示す。 
 
[AVR（Automatic Voltage Regulator）] 
   ・ 電圧変動範囲 200V±10% 
・ 精度 180V～220V±3V 以下 
・ 定格容量 15kVA 
・ 応答時間 1s 
・ 摺動電圧調整方式 
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図 3.4 AVR（Automatic Voltage Regulator） 
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[送出し電圧装置] 
・ 180V～220V（21 タップ，タップ幅 2V） 
（6.6kV 配電系統の 21 タップの 30V 刻みに対応） 
・ 容量 40A 
・ タップ切り替え時停電（0.7sec）方式 
・ 反復実験機能付き 
・ 計算機からの入力信号により 24 時間断面の送り出し電圧プロフ
ァイルを制御 
 
計測
装置
インバータ
インバータ
インバータ
インバータ
配電線路
装置
配電線路
装置
配電線路
装置
配電線路
装置
SVR装置
インバータ
LRT装置
配電線（三相）
通信線
プログラム
制御用機器
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
AVR
送出し
電圧
制御
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
インバータ
インバータ
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
送出し電圧制御装置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.5 送出し電圧装置 
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[配電線路装置] 
・ アルミ線 120mm2 (ALOE120)の架空線を模擬 
・ 計算機からの指令で開閉器の開閉状態を制御 
・ 線路インピーダンス 
（実系統の 0km～1.5km 相当を 0.1km 刻みで変更可能） 
・ 1.0km あたり 0.4＋j0.49[Ω] 
・ 計算機からの入力信号により制御 
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図 3.6 配電線路装置 
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[単相負荷装置] 
・ 容量 2A (6.6kV 配電系統の 50A に対応)の定インピーダンス負荷 
・ RLC を素子の組合せ (29 個の R，9 個の L，8 個の C)で 
動的に離散制御可能 
・ 繁華街，工業地域，住宅地域，郊外地域の 
重負荷と軽負荷の日変化を再現 
・ 計算機からの入力信号により制御 
 
単相負荷装置
計測
装置
インバータ
インバータ
インバータ
インバータ
配電線路
装置
配電線路
装置
配電線路
装置
配電線路
装置
SVR装置
インバータ
LRT装置
配電線（三相）
通信線
プログラム
制御用機器
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
AVR
送出し
電圧
制御
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
インバータ
インバータ
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
単相
負荷
装置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
配
電
線
路
装
置
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 3.7 単相負荷装置 
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[インバータ装置（分散型電源，定電力負荷，蓄電池等として動作）]  
・ 三角波比較 PWM 制御 
・ スイッチング周波数 (チョッパ：18kHz，インバータ：9kHz) 
・ 出力電流歪率 (総合≦5%，各次≦3%) 
・ 指令により定電力出力または定電流出力制御が可能 
・ +の指令で分散型電源，－の指令で定電力負荷として動作 
有効電力出力範囲：-9.2kW～9.2kW 
無効電力出力範囲：-9.2kvr～9.2kvar 
電流出力範囲：0A～26A 
・ 計算機からの入力信号により制御 
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図 3.8 インバータ装置 
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[LRT 装置，SVR 装置] 
・ 三相 3 線式単巻きＹ結線 
・ 電圧調整方式：直接切換方式 
・ 定格線路容量：20kVA 
・ 定格周波数：50Hz /60Hz 
・ 定格線路電流：58.6A 
・ タップ電圧 
LRT装置 1次側：208.7/206/203.3/200.6/197.8/195.1/192.4/189.7/187V
（9 タップ，タップ幅約 1.4%） 
LRT 装置 2 次側：200.6/197.8/195.1V（3 タップ，タップ幅約 1.4%） 
SVR装置 1次側：209/206/206/200/197/194/191/188/185V（9タップ，
タップ幅約 1.5%） 
SVR 装置 2 次側：200/197/194VV（3 タップ，タップ幅約 1.5%） 
・ タップ切換 
1 次側：自動切換（演算部処理に基づき自動調整） 
2 次側：手動切換（無電圧・手作業により変更可能） 
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図 3.9 LRT 装置および SVR 装置 
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[プログラム制御用機器] 
・ 線路装置の電圧・電流データを取得し，dSPACE，ATLAB/Simulink，
Real-time Workshop を用いて各装置のパラーメーラを制御 
・ INPUT 
入力電圧範囲±5V or±10V 
32 A/D input channels 
・ OUTPUT 
出力電圧範囲±5V or±10V 
32 D/A output channels 
 
 
[デジタル計測器（WE7000）] 
・ 計測（CSV 形式でデータの保管） 
トランス 1 次側，2 次側線間電圧（実効値） 
トランス 2 次側各相電圧（瞬時値） 
各線路電流（瞬時値） 
各線路装置の相電圧（瞬時値） 
・ サンプリングタイム 10µs～10s 
 
 - 35 - 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 4 章 
配電ネットワークの安定運用手法の 
提案と検証実験 
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4.1 実験構成 
 
本論文の実験に用いる実験構成（図4.1参照）は，配電線路装置6台，単相負荷
15台，および，開閉器6個からなり，ノード1からノード5の各地点において，三
相電圧と三相電流の瞬時値がデジタル計測される。配電線路装置のインピーダ
ンスは，線路1と線路6は6.6kV系統をベースにpu換算した架空線（アルミ線
120mm2）1.0kmに相当するインピーダンス値（0.4+j0.49[Ω]）としており，線路2
から線路5は0.5klm相当（0.2+j0.245[Ω]）としている。また，単相負荷の24時間
の振る舞いをプログラム制御で再現し，単相負荷を不平衡に配置して三相不平
衡負荷とした。単相負荷装置の有効電力と無効電力を図4.2と図4.3に示し，図4.4
と図4.5に各時期に連系される太陽光発電システムと風力発電システムの出力を
示す。また，実験構成の計測箇所を図4.6に示す。 
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図4.1 実験構成
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図4.2 単相負荷1台の有効電力 
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図4.3 単相負荷1台の無効電力 
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図4.4 太陽光発電システム出力 
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図4.5 風力発電システム出力 
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図4.6 計測箇所 
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4.2 多面的開閉器制御による最適ネットワーク構成の決定手法 
 
一般に配電ネットワークは，配電用変電所（各バンク）を中心として放射状
に配電線が施設され，放射状に施設された配電線が一定エリアの供給を受け持
っている。また，配電線は信頼度向上の観点から，異なるバンクより供給され
る配電線と隣接し，連系され，一方隣接するエリアの接点等では，他変電所か
らの配電線と連系される。さらに，連系点には，配電線事故時の電力融通や停
電区間の切り離しを迅速に実施するために多数の遠隔制御用開閉器が配電線の
途中に設置されている。これらの開閉器の開閉状態によって，配電ネットワー
クの形状が決まる。開閉器を操作することで負荷分布，系統のインピーダンス
が変更するため，線路電流，地点電圧および電力品質の制御を実施することが
できる。配電ネットワークの構成を決定する際，コストに関わる配電損失が最
小となる構成が理想とされてきたが，分散型電源が連系され系統状態に影響を
受けると，配電損失が最小となる構成でも電力品質の管理目標値を超過する恐
れがある。したがって，配電損失以外に電圧不平衡率や電圧ひずみ率など電力
品質に関しても総合的に評価し，ネットワーク構成を決定する必要がある。 
そこで，分散型電源が連系された配電ネットワークの配電損失軽減と電力品
質の維持を目的として，配電損失面と電力品質面（電圧ひずみ率，電圧不平衡
率）から見て最良な配電ネットワークを決定する手法を提案する。まず，開閉
器の開閉状態から構成される，配電ネットワークの運用制約を満たす全てのネ
ットワーク構成候補に対して，24時間断面での総配電損失（(4-1)式），電圧ひず
み率の最大値（(4-4)式），および，電圧不平衡率の最大値（(4-5)式）から評価を
行う。さらに，総配電損失率，電圧ひずみ率最大値，電圧不平衡率最大値を抽
出したすべての制御パターンの中でそれぞれ0.1から1に正規化した上で，(4-6)
式に示すノルムを評価指標として総合バランス面から構成候補を評価する。
(4-6)式の評価値ENが最小となる構成候補が，配電損失面，電力品質面から見て，
総合的に最も優れたネットワーク構成として決定される。 
検証実験では，図4.7から図4.10に示す，開閉器の開閉状態から構成される4つ
のネットワーク構成候補において，すべての線路とノードで電流・電圧を計測
（計測箇所は図4.6を参照）し，配電損失，電圧ひずみ率の最大値と電圧不平衡
率の最大値をそれぞれ算出し，(4-6)式の評価値が最適なネットワーク構成とし
て決定する。 
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図4.7 ネットワーク構成候補1（開閉器2を開） 
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図4.8 ネットワーク構成候補2（開閉器2を開） 
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図4.9 ネットワーク構成候補3（開閉器3を開） 
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図4.10 ネットワーク構成候補4（開閉器4を開） 
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4.2.1 配電損失の評価方法 
 
通常配電線において発生する配電損失は，線路中の抵抗損失値ならびに柱状
変圧器の鉄損および銅損が主なものである。他に，漂遊損，漏れ磁束などがあ
るが，損失そのものとしては前者に比べ非常に小さく無視することができる。
また，変圧器の損失は変圧器そのものによって決まるので，ここでは，配電線
の電力損失としては，線路中の抵抗損のみ考える。 
配電線路の電力損失は，線路電流の二乗及び線路抵抗に比例し，基本的には，
力率，周波数などには関係しない。 
 
[配電損失率の評価式] 
 
図4.1の実験構成の開閉器のオンオフ状態から構成される4つのネットワーク
構成候補において，24時間断面のすべての線路，すべての相の線路電流の計測
実験を行い，計測結果を式（4-1）を用いて総配電損失率LOSSNを算出し，ネッ
トワーク構成候補の評価を行う。LOSSNが最小となる構成候補が配電損失面から
最適なネットワーク構成となる。 
 
100)()(
24
1
6
1
222 ×



 ++= ∑∑
= =
loadTotalRIIILOSS
t j
jWtjVtjUtjN   （4-1） 
 
ただし， 
LOSSN：ネットワーク構成候補N(=1～4)の総配電損失率 [％] 
IUtj，IVtj，IWtj：ネットワーク構成候補Nの時刻t(=1～24)[h]における線路j(=1～
6)を通過する各相線路電流[A] 
Rj：ノード間jの線路抵抗[Ω] 
Tota load：負荷の総電力消費量[Wh] 
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4.2.2 電圧ひずみ率の評価方法 
 
電圧波形において，完全な正弦波でないものは全て歪波形であり，あらゆる
歪波形は基本波電圧と各調波の高調波電圧との重ねあわせによって表すことが
できる。よって，各調波の高調波電圧による波形の歪は，基本波電圧に対する
各調波の高調波電圧の割合によって表すことができ，（4-2）式で電圧歪率として
示される。これは調波別の電圧歪率である（4-3）式の2乗和のルートから求めら
れる。 
 
[ ]%100
1
2
×= ∑
V
V
THD n
      （4-2） 
[ ]%100
1
×=
V
VHD n
       （4-3） 
ただし， 
THD：総合電圧ひずみ率 
HD：電圧ひずみ率 
V1：基本波電圧 
Vn：第n調波の高調波電圧 
 
[高調波] 
JIS Z 8106では，高調波を「周期的複合波の各成分中，基本波以外のもの。
第２高調波とは，基本波の倍の周波数をもつものをいう。」と定義している。そ
して，正確に正弦波でない周期的複合波を「歪波（波形が歪んでいる。）」とい
う。 
一方，歪波は1つの基本波と，その整数倍の周波数をもった高調波に分解でき
ることが知られている。すなわち「任意の周期波形は，基本波と高調波を合成
することによって得られる。」 
電流波形が歪波形となるような電源回路において，基本波電流は，オームの
法則により，電源電圧を機器の（基本波）インピーダンスで除して求めること
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ができ，そのエネルギーは無限大母線（発電機群）から供給されている。それ
に対し，高調波電流も基本波電流と同様に，次数ごとにオームの法則を満足し
ていなければならない。これは「負荷自体が，高調波電流の発電機となってい
る」ことで了解することができる。ただし，エネルギーは無限大母線から供給
する。すなわち，歪波電流を流す負荷は高調波の電流源として扱うことができ
る。 
 
[電圧ひずみ率の評価式] 
 
図4.1の実験構成の開閉器のオンオフ状態から構成される4つのネットワーク
構成候補において，24時間断面のすべてのノード，すべての相の電圧の計測実
験を行い，計測結果からFFT解析により，各ノードの基本波電圧および第5，第7
高調波電圧を算出する。算出結果から式（4-4）を用いて最大電圧ひずみ率DmaxN
を算出しネットワーク構成候補の評価を行う。DmaxNが最小となるネットワーク
構成候補が電圧ひずみ面から最適なネットワーク構成となる。 
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
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tiptip
pitN V
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D
    
（4-4） 
 
ただし， 
DmaxN：ネットワーク構成候補N(=1～4)の最大電圧ひずみ率[%] 
V1tip：時刻t(=1～24) [h]におけるi(＝1～5)ノードのp(=U,V,W)相基本波電圧[V] 
V5tip：時刻t(=1～24) [h]におけるi(＝1～5)ノードのp(=U,V,W)相第5調波電圧[V] 
V7tip：時刻t(=1～24) [h]におけるi(＝1～5)ノードのp(=U,V,W)相第7調波電圧[V] 
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4.2.3 電圧不平衡率の評価方法 
 
配電系統において，現実的に相電圧実効値または隣り合う相間の位相角差の
全てが等しいというわけではないため電圧不平衡が生じる。電圧不平衡の最大
の発生原因は，単相負荷のアンバランスである。需要側が接続する負荷が電流
不平衡を流し，不平衡な電流が電圧を不均等にするため電圧が不平衡となる。
電圧不平衡を非対称三相電圧ベクトルで表すと図4.11のようになる。 
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図4.11 非対称三相電圧の対称分 
 
 電圧不平衡の発生原因には以下のように上げられる。 
(1) 各相の電流不平衡(＝各相の負荷不平衡) 
  ・系統の単相変圧器，または需要家側の単相変圧器の接続相のバラツキ 
  ・需要家側設備が三相負荷であるがアーク炉などの特殊負荷の場合，各相
の電流が急激に変化することにより相間で不平衡が生じる。 
(2) 各相のインピーダンス不平衡 
  ・配電線路のインピーダンスが不平衡であり，不均等な電圧降下となる 
 
これらによる障害事例として以下のようなものが取り上げられる。 
(1) 三相誘導形電動機(電圧不平衡による障害のほとんどが誘導機の保護リ
レー作動)の場合，逆相電流が生じるため，①過電流に伴う保護リレー(2E
リレー，3Eリレー )，②固定子，回転子の温度上昇，③出力トルク(効率)
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低下，騒音・振動の増加などの障害が生じる。 
(2) 三相同期発電機の場合，逆相電流により逆相回転磁界が発生し，回転子
表面(制動巻線)に2倍周波数の電流が流れることにより，①回転子の温度上
昇，騒音・振動の増加，などの障害が生じる。 
(3) パワーエレクトロニクス装置の場合には，①非理論高調波(第3高調波)の
発生による機器制御回路への影響，②コンデンサ平滑形整粒装置の直流側2
倍周波数リップルの増加による電界コンデンサの損失増加(温度上昇と劣
化)，などの障害が発生する。 
 
 電圧不平衡が問題になった場合，次のような対策がとられている。 
(1) 一般変圧器(需要側変圧器)接続替えによる相間負荷の均平化 
(2) 三相電源より単相負荷に供給している負荷に原因がある場合，平滑化
回路の使用，逆V接続，スコット結線にすることにより負荷を均平化 
(3) ねん架による線路インピーダンスの均平化(長距離配電線でなければ
効果は小) 
(4) 線路の太線化等によるインピーダンスの抑制 
(5) SVCを設置して無効電力補償を行って逆相分を相殺 
表4.2に電圧不平衡率に関する規格を示す。 
 
表4.2 電圧不平衡に関する規格 
 
規格 適用範囲 内容 
IECPub.34-1(1994) 多相電動機 電流不平衡率は1%以下 
CENELEC EN 50160 低圧配電系統 電流不平衡率は1%以下 
NEMA MGI-1993 
三相誘導電動機
(一般低圧用) 
1週間のうちの95%の期間内で 
逆相電圧値は2%以下 
ANSI C84-1 1995 電力系統 電圧不平衡率は3%以下 
IEC 61000-2-2 
1週間分の10分値の95%が2%以下 
また，単相や2線 
IEC 61000-2-12 
低圧配電系統 
引きの線路が存在する地域では 
上記条件で3%以下 
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[電圧不平衡率の評価式] 
 
図4.1の実験構成の開閉器のオンオフ状態から4つの構成されるネットワーク
構成候補において，24時間断面のすべてのノード，すべての相の電圧の計測実
験を行い，計測結果から式（4-5）を用いて最大電圧不平衡率UmaxNを算出しネッ
トワーク構成候補の評価を行う。UmaxNが最小となるネットワーク構成候補が電
圧不平衡面から最適なネットワーク構成となる。 
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
 ×++
++= 100
||
||max 2
2
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WtiVtiUti
itN VaVaV
VaVaVU &&&&&
&&&&&
   
（4-5）
 
 
ただし， 
UmaxN：ネットワーク構成候補N(=1～4)の最大電圧不平衡率[%] 
VUti，Vvti，VWti：時刻t(=1～24)[h]におけるi(=1～5)ノードの各相電圧ベクトル
2/32/1 ja +−=&  
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4.2.4 多面的評価 
 
配電ネットワークは樹枝状系統が基本となっており，必ずしも系統の電力品
質の向上を考慮した構成となっているわけではなく，電力品質が良い構成でも
配電損失の多い構成や，逆に配電損失が小さくても電力品質が悪い構成が考え
られる。 
そこで，4.2.1節から4.2.3節の各評価結果を基に，配電損失面と電力品質面（電
圧ひずみ率，電圧不平衡率）から総合バランス面から最適なネットワーク構成
を決定する。各評価値を各ネットワーク構成候補の評価値を0.1から1に正規化し，
式(4-6)を用いて総合評価値（ノルム）を算出しネットワーク構成候補の評価を
行う。総合評値（ノルム）が最小となるネットワーク構成候補が総合バランス
面から最適なネットワーク構成となる。 
 
222
NNNN UDLE ++=       （4-6） 
 
ただし， 
EN：構成候補Nの総合評価値（ノルム） 
LN：4個の開閉器制御パターンの配電損失LOSS1～LOSS5の分布をもとに，LOSSN 
を0.1から1の範囲で正規化した値， 
DN：4個の開閉器制御パターンの最大電圧ひずみ率Dmax1～Dmax5の分布をもとに，
DmaxN を0.1から1の範囲で正規化した値， 
UN：4個の開閉器制御パターンの最大電圧不平衡率Umax1～Umax5の分布をもとに，
UmaxN を0.1から1の範囲で正規化した値 
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4.3 多目的送出し電圧制御実験による最適送出し電圧プロファイル
の決定手法 
 
配電系統の電圧制御は，電圧変動が機器に与える影響及び許容電圧変動範囲
の規制などから需要家供給電圧が，許容電圧変動範囲に入ることを基本に行っ
ている。配電用変電所の高圧配電線における送出し電圧の制御方法は，図 4.12 
(a)に示すように重・軽負荷時を通じて送出し電圧を常に一定に保つ場合と図
4.12 (b)に示すように負荷の大きさに従い送出し電圧を変えて送り出す方法が
ある。 
 
配電線亘長
配電線亘長
配
電
線
電
圧
配
電
線
電
圧
軽負荷時
重負荷時
軽負荷時
重負荷時
送出電圧
送出電圧
(a)
(b)
配
電
線
電
圧
配
電
線
電
圧
 
図 4.12 配電用変電所の送出し電圧制御の概念図 
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配電用変電所では，フィーダごとに送出し電圧を調整せず，実用上支障がな
く経済的に有利な電圧調整方法として，変電所バンク単位に一括調整を行う方
式を主に採用している。一般的な送出し電圧の調整方法としては，目標とする
電圧を負荷電流に応じて自動的に調整する方式（LDC 方式）と，時間によって
送出し電圧を調整する電圧指定時間スケジュール方式（プログラムコントロー
ル方式）とがある。調整方式としては，負荷時電圧調整器（LRA：Load-Ratio 
Adjuster），負荷時タップ切替変圧器（LRT：Load-Ratio Control Transformer）な
どが用いられている。本論文では，プログラムコントロール方式を用いる。 
 
[プログラムコントロール（略称プロコン）方式] 
 
変電所の母線負荷特性とそのバンク配電線に接続されている負荷特性が時間
的にずれている場合には，LDC方式では全領域に渡って許容電圧範囲内に維持
することが難しい。例えば，バンク送出電流がピーク時に，オフピークとなる
負荷特性を持つフィーダがある場合，そのフィーダの電圧が高くなるなど電圧
管理が困難となる。このような特性を有するバンクでは，LDC方式で電圧維持
の万全を期すことはできないので，一日中の送出し電圧のプログラムを作成し
ておき，それに従って，母線の負荷の大小に無関係に設定した電圧値を送り出
す方式である。時間別の負荷が季節により変化する場合，季節ごとなどのプロ
グラムが必要である。 
そこで，4.2 節の開閉器制御により決定された配電ネットワーク構成におい
て，配電用変圧器タップの長寿命化と配電ネットワーク全体の適正電圧維持を
目的として，送出し電圧プロファイルを決定する手法を提案する。提案手法で
は，配電用変圧器タップの 1 日のタップ総切替回数と電圧目標値誤差二乗和が
最小となる送出し電圧プロファイルを，最適送出し電圧プロファイルとして決
定する。具体的には，24 時間断面において，電圧を適正範囲に維持可能なタッ
プ可動許容範囲（図 4.13 参照）を求める。その範囲内で，配電用変圧器の長寿
命化と急峻な電圧変動にもロバストであることを目的として，配電用変圧器タ
ップの 1 日のタップ総切替回数（(4-7)式）と電圧目標値誤差二乗和（(4-8)式）
が最小となる送出し電圧プロファイルを，最適送出し電圧プロファイルとして
決定する。ここでいう電圧目標値とは電圧上下限値からの余裕が最大となる電
圧値を指す。また，分散型電源連系時には，分散型電源が解列されたときに，
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電圧が適正電圧範囲を逸脱しないことも考慮して決定する。 
検証実験では，4.2節の開閉器制御実験より決定された最適なネットワーク構
成において，各ノードの電圧の計測実験を行い，24時間断面のすべての地点で
電圧が適正電圧範囲内に収まるタップの上限値と下限値から，タップ可動許容
範囲を求める。その範囲内で，配電用変圧器タップの1日のタップ総切替回数と
電圧目標値誤差二乗和が最小となる送出し電圧プロファイルを，最適送出し電
圧プロファイルとして決定する。 
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図4.13 タップ可動許容範囲の概要 
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[①タップ切替回数最小化] 
∑∑
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[②電圧目標値誤差二乗和] 
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2/)minmax( tttTARGET VVV +=      (4-9) 
 
ただし， 
xit：時間tにおいて配電用変圧器タップ位置iを使用している時に1，使用して
いない時に0をとる0-1決定変数 (xi,0=xi,24)， 
E：1日のタップ切替回数の総和， 
Vit：配電用変圧器タップ位置iを使用している時間tでの送出し電圧， 
Vmint：時間tにおける送出し電圧許容下限, 
Vmaxt：時間tにおける送出し電圧許容上限， 
VTARGETt：時間tにおいて電圧上下限値(Vmint, Vmaxt)からの余裕が最大となる
送出し電圧目標値 
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4.4 分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力の算定手法 
 
本研究で取り扱う分散型電源の連系可能最大出力とは，電力会社が管理・運
用している実際の配電ネットワークでは，健全時の電力品質の維持だけでなく，
配電線事故時の連系分散型電源の一斉解列における事故復旧や，分散型電源自
身の事故や保守による単一解列時の供給信頼性確保，を踏まえた上で分散型電
源を連系している。したがって，この「分散型電源の連系可能容量」を，各地
点および各時間帯に対して予め提示することができれば，分散型電源設置希望
者には，受入限界量の範囲内で自由に経済的価値を創出できるというメリット
が生まれ，分散型電源の健全かつ着実な普及が期待できる。また，配電ネット
ワーク管理者も配電ネットワークの供給信頼度および電力品質をこれまで通り
維持しつつ，導入された分散型電源の活用によってネットワーク全体の配電損
失の低減やそれに伴うCO2排出量削減の効果が期待できる。 
そこで，4.2節と4.3節の手続きにより，配電損失面，電力品質面，ならびに安
定供給面のすべての運用目標を最大限達成可能な開閉器制御パターンと送出し
電圧制御パターンが確定されたので，この最適な系統運用パターンをベースと
し，分散型電源の連系可能最大出力を算出する手法を提案する。提案手法では，
各ノードに分散型電源を連系させ，徐々に出力を上げていき，電流・電圧デー
タから，適正電圧制約（すべての地点の電圧が適正範囲を逸脱しない）（(4-10)
式）と逆潮流制約（総負荷以上の出力を注入しない）（(4-11)式）の2つの制約を
考慮し，2つの制約を満足する限界の出力を，分散型電源の地点別時間別連系可
能最大出力として算定する。 
検証実験では，4.2節と4.3節の検証実験により決定された開閉器制御パターンと
送出し電圧プロファイルが決定において，分散型電源の地点別時間別連系可能
最大出力を算出する。具体的には，各ノード，各時間断面における分散型電源
の出力を0kWから0.1kWずつ徐々に上げていき，各線路の電流と各ノードの電圧
の計測実験を行い，計測結果から適正電圧制約と逆潮流制約の2つの制約を考慮
し，2つの制約を満足する限界の出力を，分散型電源の地点別時間別連系可能最
大出力として算定する。 
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[①適正電圧制約] 
ikiti VVV ≤≤
     (4-10) 
[②逆潮流制約] 
LOADtDGwt PP ≤      (4-11) 
 
たただし， 
Vkit：ノードi(＝1～4)における時刻t(=1～24)[h]でのk(UV,VW,WU)間の電圧
[V] 
ii VV , ：ノードiにおける線間電圧の下限値および上限値 
PDGit：連系ノードiにおける時刻tでの分散型電源の出力[kW] 
PLOADt：時刻tでの配電用変電所におけるバンクの総負荷[kW] 
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第 5 章 
分散型電源の有効利用手法の提案と検証実験 
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5.1 太陽光発電システム群の力率制御手法 
 
太陽光発電システム（PV）は，新エネルギーの一種である。わが国における
「新エネルギー」とは，新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法で，次
のように定義されている。石油代替エネルギーの製造，発生，利用することな
どのうち，経済性の面での制約から普及が十分でないものであって，その促進
を図ることが石油代替エネルギーの導入を図るために特に必要なものである。
新エネルギーには，PV のほかに太陽熱利用，風力発電，廃棄物発電などがあ
る。新エネルギーを利用した分散型電源には，①エネルギー安定確保に資する，
②環境への影響が少ない，③技術力向上，新規産業，雇用創出へ寄与する，③
地域分散型エネルギー，という特徴があるが，課題としては，既存の燃料・エ
ネルギーに比べて，①経済性が劣る，②エネルギー密度が希薄である，③地域
や時間に依存し変動が大きい，④実用性に関する経験が少ないなどがあげられ
る。 
近年，CO2排出量削減などの地球環境問題に対する取り組みが進められる中，
従来の化石燃料からPVや風力発電などの自然エネルギー利用への取り組みが世
界の潮流となっている。今後，これらの取り組みにおいては，大規模工場のみ
ならず，小規模な事務所や一般住宅など，より身近な所での自然エネルギー利
用，省エネルギー対策が必要不可欠となる。また，災害時の独立電源としても
自然エネルギー利用は注目されている。 
太陽光発電システムや風力発電システムなどの分散型電源が配電ネットワー
クに連系されると，分散型電源からの逆潮流により電圧が上昇し，適正範囲を
逸脱する恐れがある。連系台数の増加から起こる電圧上昇による適正電圧範囲
からの逸脱が生じた場合，SVR や LRT などの自動電圧調整器を用いれば電圧
逸脱を解消できるが，PV の出力は，天候に大きく左右されるため，出力変動
が大きくなった場合，自動電圧調整器だけでは PV を連系したことによる複雑
な電圧分布の電圧逸脱を制御することは困難である。 
一方，PVには，力率制御により無効電力を供給して系統連系点の電圧上昇を
抑制する機能があるが，図5.1に示すように，力率制御により太陽光発電システ
ムが連系された地点での電圧逸脱が解消されても，連系地点以外では電圧逸脱
が解消されない場合が考えられる。 
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上限値
下限値
電圧逸脱
上限値
下限値
電圧逸脱
(a) PVの力率制御前
(b) PVの力率制御後  
 
図5.1 太陽光発電システムの電圧制御のイメージ 
 
そこで，本研究では，ネットワーク全体の電圧を監視し，PVの連系より電圧
が適正範囲を逸脱する場合には，ネットワーク全体の電圧を適正範囲内に維持
することを制約条件として，有効電力の総和が最大となるようにPVの力率を制
御する手法を提案する。PVの力率は，日本電気協会の系統連系規程(40)により，
受電点の力率は原則85%以上となっているため，0.85~1.00までの範囲を0.01刻み
で制御を行う。また，PV群の力率の組み合わせによっては，有効電力出力の総
和が等しくなる組合せが複数存在するため，配電損失が最小となる力率を最適
な力率とする。PV群の力率制御手法の評価式を式(5-1)に示す。制約条件を式(5-2)，
式(5-3)に示す。 
検証実験では，分散型電源の時系列連系シナリオ（2章2.4節の表2.3参照）の
時期3において，連系可能最大出力を超える出力の太陽光発電システムが連系さ
れることを想定して，全ての地点の電圧・電流を計測し，計測した電圧が適正
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範囲を逸脱するならば，各太陽光発電システムの力率制御を制御し，配電線全
体の適正電圧範囲に維持できるまで，無効電力を注入する。 
 
[目的関数] 
 
{ }∑∑
==
++−+++=
M
j
jWVUWVU
N
i
PVi RIIIIIIPF PVjPVjPVjjjj
1
222222
1
)()(  
→ Maximize (5-1) 
 
[制約条件] 
 
0.85 cos 1.00PViθ≤ ≤  (5-2) 
L k UV V V≤ ≤  (5-3) 
 
ただし,  
PPVi：太陽光発電システムi(=1~N)の有効電力出力[W] 
N：PVの連系台数 
IUj , IVj , IWj：PV連系前のノード間j(=1～M)を通過する各相線路電流の差[A] 
IUPVj , IVPVj , IWPVj：PV連系後のノード間j(=1～M)を通過する各相線路電流の差
[A] 
M：線路区間数 
Rj：線路区間jの線路抵抗[Ω] 
cosθPVi：太陽光発電システムi(=1~5)の力率 
VL：電圧下限値 
Vk：ノードkの電圧 
VU：電圧上限値 
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5.2 蓄電池を用いた風力発電システム出力変動の平滑化制御手法 
 
風力発電は太陽光発電と違い，風さえ吹いていれば時間に関係なく発電でき
るため，その導入量は年々増加している。しかしながら，我が国では欧米に比
べると風力発電機の導入実績は低いため，一層の導入普及が期待されている。
また，風力発電は自然エネルギー利用型分散型電源の中では，経済性，実用性
から見て商用化に近い技術の一つとなっている。風力発電システムの日本での
導入量（1章の図1.2参照）は年々増加しており，今後も増加することが予想され
る。 
風力発電は自然エネルギー利用分散型電源の中では，経済性，実用性から見
て商用化に近い技術の一つとなっている。しかしながら，風力発電機の出力は
地域や天候によって急峻に変動するため，連系系統への悪影響が懸念されてい
る。今後の風力発電機の導入量増大に伴い，出力変動対策が必要となる。 
そこで，本論文では，出力変動対策として蓄電池を風力発電機に併設し，蓄
電池が充放電を行うことで出力変動を平滑化する手法を提案する。平滑化制御
システムは，出力変動の激しい風力発電出力Iwindを，風力発電機に併設した蓄電
池のシステム出力Ibatteryが充放電を行うことにより，風力発電機の連系地点にお
ける出力変動を抑制し，風力発電出力Iwindと蓄電池システム出力Ibatteryの合成出力
Isumを，平滑化された風力発電出力とするシステムである。図5.2に蓄電池併設風
力発電システムの基本構成を示す。図5.3に示すように，平滑化制御系は，一次
遅れ回路で構成し，この回路の平滑化時定数Tを変更することで風力発電出力に
対する合成出力目標値Isum*（(5-2)式）を調節する。IwindからIsum*を算出し，得ら
れたIsum*とIwindとの差を蓄電池システム出力目標値Ibattery*（(5-3)式）として算出
する。そして，蓄電池はIbattery*が正ならば放電を行い，負ならば充電を行うこと
により，変動の激しい風力発電出力の平滑化を行う。また，図5.4に示すように，
蓄電池設備による出力変動に対する平滑化効果は，一時遅れ制御系の平滑化時
定数が大きい方が，小さい値に比べ滑らかになる。しかしながら，平滑化時定
数が大きくなると，蓄電池の充放電量が大きくなる。大容量の蓄電池を設置す
ることは設置コストの増大につながってしまう。そこで，提案手法では，経済
的コストの観点から，配電ネットワーク全体の適正電圧維持が可能となる平滑
化時定数において，各平滑化時定数の充放電データから蓄電池容量を算出すし，
蓄電池容量が最小となる平滑化時定数を最適な平滑化時定数として決定する。 
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図5.2 蓄電池併設風力発電システム 
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図 5.3 平滑化制御システム 
 
平滑化制御後（平滑化時定数：小）
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図 5.4 平滑化制御システム平滑化効果と平滑化時定数の関係 
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T
windsum eIT
I
1
* 1 −⋅=
 (5-4) 
windsumbattery III −= **  (5-5) 
 
ただし， 
Isum*：合成出力目標値[A] 
T：平滑化時定数[s] 
Iwind：風力発電システム出力[A] 
Ibattery*：蓄電池システム出力目標値[A] 
 
検証実験では，分散型電源の時系列連系シナリオ（2章2.4節の表2.3参照）の
時期4において，連系可能最大出力を超える風力発電システムが連系されること
を想定して風力発電システム出力変動の平滑化実験を行う。風力発電システム
出力とすべてのノードの電圧の計測実験を行い，時定数を小さな値から徐々に
大きくして行き，配電ネットワーク全体のノードにおいて適正電圧維持が可能
な時定数を求める。また，各平滑化時定数において，蓄電池の充放電データの
計測実験を行い，蓄電池容量を算出する。電圧が適正範囲に収まる時定数の中
で蓄電池容量が最小となる平滑化時定数を最適時定数として決定する。また，
各平滑化時定数の計測結果から，出力利用率と縮小率を算出する。 
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5.2.2 蓄電池容量の算出方法 
 
蓄電池容量は①蓄電池の放電データから求まる容量(41)と②蓄電池の残存容量
を考慮して求まる容量を算出し，容量の大きいほうを用いる。 
 
[①蓄電池の放電データから求まる容量] 
 
蓄電池の放電データから蓄電池容量を算出する一般式を（5-6）式に示す。時
間経過と共に放電電流が変化するような負荷特性の場合には，電流が減少する
直前までの負荷特性に区切って必要な蓄電池容量を求める必要がある。図 5.5
に放電電流が変化する場合の負荷特性を示す。図 5.5 のような負荷特性の場合
は，放電電流が減少する T3 までと T4 までの 2 通りに分けて計算を行う。図 5.6
と図 5.7 に計算手順を示す。こうして求めた蓄電容量 C1（5-7）式と C2（5-8）
式の内，最大の値が定格放電率換算容量である。 
 
[ ])()()(1 123312211 −−++−+−+= nnn IIKIIKIIKIKLC LL  (5-6) 
[ ])(1 1211 332 IIKIKLC TTT −+= +  (5-7) 
[ ])()(1 231212 4431 IIKIIKIKLC TTTT −+−+= +  (5-8) 
 
ただし， 
C：25℃における定格放電率換算容量[Ah] 
L：保守率 
K：放電時間 T，蓄電池の最低温度及び許容できる最低電圧によって決められ
る容量換算時間[時]（図 5.8 参照） 
I：放電電流[A] 
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図 5.5 負荷特性 
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図 5.6 計算手順 1 
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図 5.7 計算手順 2 
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図 5.8 容量換算時間 K 
 
次いて，定格放電率換算容量を求めるのに必要な 4 つの条件を示す。 
① 保守率 
蓄電池は，使用年数や使用条件の変化によって容量が変化するため，容量変
化を補償する補正値として L=0.8 とする。 
ただし，小型制御弁式鉛蓄電池を重要度が高い負荷に使用する時は保守率を
0.5 とする時がある。 
② 放電時間と放電電流 
放電時間には，予想される負荷の最大時間を用いる必要がある。放電時間中
に放電電流が増減する場合は，放電末期に大きい負荷が集中した場合でも，
全ての負荷を満足することができるように，実際に起こると考えられる範囲
で放電の終わりの方に大きい放電電流がくるようにする必要がある。 
③ 許容最低電圧 
種々の負荷側機器から要求される最低電圧の内最大値を V1 とするとこれに
蓄電池と負荷の間の接続線の電圧降下 V2 を加えたものが許容最低電圧 V3
である。 
④ 最低蓄電池温度 
蓄電池設置場所の温度条件をあらかじめ推定し，蓄電池温度の最低値を決め
る必要がある。一般には次のように定められている。室内に設置されている
場合は 5 度とし，特に寒冷地では－5 度となっている。また，屋外のキュー
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ビクルに収納される場合は最低周囲温度に 5～10 度を加えた値とする。なお，
空調などによって終日確実に室内温度が保障される場合はその温度とする
が，放電時間が長時間の場合，停電によって空調設備の運転が停止して室温
が低下することがあるので注意する必要がある。 
 
[②蓄電池の残存容量を考慮して求まる容量] 
 
放電が長時間続いて残存容量が急激に減って少なくなっている状態で更なる
放電の要求があった場合，要求どおりに放電できない可能性が起こりうる。そ
こで，蓄電池の残存容量を考慮して求まる容量は，蓄電池の保護と安全のため
マージンを持たせ，蓄電池の残存容量を常に20%～80%の間に維持するものとし
て算出する。また，充放電効率は85%，最大充電可能電流は蓄電池容量の20%，
および，初期残存容量は蓄電池容量の50%とする。 
 
また，出力利用率 U と縮小率 R は式（5-9）と式（5-10）より算出する。 
 
100[%]
)(
)( ×∑
∑=
tI
tIU
wind
sum
 (5-9) 
 
ただし， 
Isum(t) : 蓄電池併設風力発電システムの出力[A] 
Iwind(t) : 風力発電機の出力[A] 
 
[%] 100
)(
)( ×∑
∑=
tR
tRR
wind
sum
 (5-10) 
 
ただし， 
Rsum(t): 蓄電池併設風力発電システムの出力変動幅 
Rwind(t): 風力発電システムの出力変動幅 
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第 6 章 
自然エネルギー利用型分散型電源と 
配電ネットワークとの 
協調運用形態の検証実験結果 
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自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークとの協調運用手法を検
証するために，自然エネルギー利用分散型電源が順次に連系される時系列連系
シナリオを想定し，協調運用形態を構成する配電ネットワークの安定運用手法
（①多面的開閉器制御による最適ネットワーク構成の決定手法，②多面的送出
し電圧制御による最適送出し電圧プロファイルの決定手法，③分散型電源の地
点別時間別連系可能最大出力の算定手法）と分散型電源の有効利用手法（④太
陽光発電システム群の力率制御手法，⑤蓄電池を用いた風力発電出力変動平滑
化制御手法）を，分散型電源連系課題解決支援実験システムに実装した。協調
運用実験の結果を以下に示す。 
 
6.1 多面的開閉器制御による最適ネットワーク構成の決定実験結
果 
 
多面的開閉器制御による最適ネットワーク構成の決定実験の結果として，図
6.1 から図 6.4 に，各時期での各構成候補の総配電損失率，最大電圧ひずみ率，
および，最大電圧不平衡率の正規化した値をレーダーチャート図で示し，さら
に，総合評価値（ノルム）を示す。また，各時期で総合評価値が最小となる最
適なネットワーク構成を図 6.5 から図 6.8 にそれぞれ示す。 
図 6.1 から図 6.4 より，ネットワーク構成の端側で開閉器が開となる構成候補
よりも，中間で開閉器が開となる構成候補が配電損失面から優れたネットワー
ク構成となることがわかる。また，分散型電源の連系台数が増加する度に配電
損失が小さくなっており，分散型電源の連系は配電損失の軽減に効果があるこ
とがわかる。さらに，電圧ひずみ率と電圧不平衡率の双方ともに管理目標値内
（電圧ひずみ率≦5%，電圧不平衡率≦3%）に収まっていることがわかる。 
図 6.5 から図 6.8，分散型電源非連系時は，構成候補 3（開閉器 4 を開）が総
合評価値であるノルムが最も小さく，総合バランス面から最適なネットワーク
構成となるが，太陽光発電システム 1 台連系させると，最適なネットワーク構
成は構成候補 4（開閉器 5 を開）と変化し，さらに連系台数を増加させると最
適ネットワーク構成が変化していることがわかる。以上の結果から，配電損失
の軽減と電力品質の維持・改善を踏まえて決定する最適ネットワーク構成は，
分散型電源が連系される度に変化しうることがわかる。 
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図 6.1 時期 1（分散型電源非連系時）の多面的評価 
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図 6.2 時期 2（太陽光発電システム 1 台連系時）の多面的評価 
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図 6.3 時期 3（太陽光発電システム 2 台連系時）の多面的評価 
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図 6.4 時期 4（太陽光発電システム 3 台連系時）の多面的評価 
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図 6.5 最適ネットワーク構成（構成候補 3，時期 1） 
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図 6.6 最適ネットワーク構成（構成候補 4，時期 2） 
PV1
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図 6.7 最適ネットワーク構成（構成候補 3，時期 3） 
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図 6.8 最適ネットワーク構成（構成候補 4，時期 4） 
PV1
PV2 
PV3 
PV1
PV2 
 - 75 - 
6.2 多目的送出し電圧制御による最適送出し電圧プロファイルの
決定実験結果 
 
多目的送出し電圧制御による最適送出し電圧プロファイルの決定実験の結果
として，図 6.9 から図 6.12 に，各時期の開閉器制御実験より決定された最適構
成における適正電圧範囲を満足するタップ稼動許容範囲と最適送出し電圧プロ
ファイルを示す。 
図 6.9 から図 6.12 より，分散型電源非連系時には，タップ切替回数が 2 回，1
台連系時に 2 回，2 台連系時に 3 回，3 台連系時に 2 回と，少ないタップ切替回
数の送出し電圧制御により，すべての地点での電圧が適正電圧範囲内に維持で
きていることがわかる。 
また，タップ可動許容範囲を見ると，分散型電源の連系台数が増加するにつ
れて，分散型電源の解列時に電圧が逸脱してしまうタップが多くなっており，
連系時と解列時の双方で適正電圧範囲を満足するタップが少なくなることがわ
かる。特に時期 3 では，分散型電源の連系台数の増加により，10 時と 11 時の
分散型電源の連系時と解列時の双方で適正電圧を満足するタップが一つしかな
く， 
同じ構成候補 3 の時期 1 からタップ切り替え回数が 1 回増えている。以上の結
果から，分散型電源を連系させても，安定した電力供給と配電用変圧器の長寿
命化を考慮した送出し電圧の制御が実現できていることがわかる。しかしなが
ら，さらに分散型電源の連系台数を増加させていくと，タップ切替回数が増加
し，最終的には，連系時と解列時の双方での適正電圧維持が不可能となる恐れ
があり，SVR などの電圧調整機の導入など他の対策が必要となると思われる。 
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図 6.9 時期 1 のタップ可動許容範囲と 
最適送出し電圧プロファイル（構成候補 3） 
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図 6.10 時期 2 のタップ可動許容範囲と 
最適送出し電圧プロファイル（構成候補 4） 
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図 6.11 時期 3 のタップ可動許容範囲と 
最適送出し電圧プロファイル（構成候補 4） 
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図 6.12 時期 4 のタップ可動許容範囲と 
最適送出し電圧プロファイル（構成候補 4） 
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6.3 分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力の算定実験結果 
 
分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力算定実験の結果として，図 6.13
から図 6.16 に，各時期の最適構成と最適送出し電圧プロファイルを用いたとき
の分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力の 3 次元グラフを示す。 
図 6.13 から図 6.16 より，分散型電源の連系箇所が配電線の根元に近いほど連
系可能最大出力は大きく，配電線の末端となる開となる開閉器に近くなるほど
小さくなることがわかる。また，タップ切替が行われた後に連系可能最大出力
が大きく変化している。これはタップ切替後，適正電圧範囲との差が変化する
ためであり，上位のタップに切替ると適正電圧範囲との差が小さくなるため，
連系可能最大出力が小さくなり，逆に下位のタップに切替ると連系可能最大出
力が大きくなる。さらに，分散型電源を 1 台連系させ，最適構成が変更される
と，連系可能最大出力が大きく変化することがわかる。また，同じ構成候補で
ある時期 2 と時期 4 を比べると，分散型電源が多く連系されている時期 4 のほ
うが連系可能最大出力が小さくなっているが，時期 1 と時期 3 を比べると，タ
ップが切り替わる 10 時から 13 時にかけて時期 3 のほうが連系可能最大出力が
大きくなっていることがわかる。以上の結果から，分散型電源を連系させた後，
開閉器制御や送出し電圧制御を行うことで，連系可能最大出力が変化する可能
性があることがわかる。 
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図 6.13 時期 1 の地点別時間別連系可能最大出力（構成候補 3） 
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図 6.14 時期 2 の地点別時間別連系可能最大出力（構成候補 4） 
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図 6.15 時期 3 の地点別時間別連系可能最大出力（構成候補 3） 
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図 6.16 時期 3 の地点別時間別連系可能最大出力（構成候補 4） 
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6.4 太陽光発電システム群の力率制御実験結果 
 
太陽光発電システム群（PVs）の力率制御実験は，分散型電源の時系列連系
シナリオの時期 3 において連系可能最大出力を超えるような PV を連系させる
ことを想定して行った。その結果として，表 6.1 と表 6.2 に，時期 3 において各
PV を力率 1 で連系させたときに電圧が逸脱する 9 時から 15 時における，電圧
逸脱地点の PV のみの力率制御を行った場合と連系されているすべての PV の
力率制御を行った場合の各 PV の力率，総有効電力，および，配電損失率を示
す。図 6.17 から図 6.23 に 9 時から 15 時における力率制御を行った場合の各ノ
ードの電圧を示す。 
表 6.1，表 6.2，図 6.17 から図 6.23 より，9 時から 14 時では，電圧逸脱地点
の PV のみでの力率制御でも，複数の PV での力率制御でもすべてのノードの
電圧逸脱を解消できるが，15 時では，電圧逸脱地点の PV のみの PV の力率制
御を行うだけでは電圧逸脱を解消することができなく，2 台の PV の力率制御
が必要となることがわかる。また，電圧逸脱地点の PV のみで力率制御を行う
よりも複数の PV で力率制御を行う方が，PV の総有効電力出力が大きく，配電
損失が小さくなることがわかる。以上の結果から，PV の力率制御を行う場合，
各ノードの電圧を監視し，複数の PV で力率制御を行うほうが，有効電力の抑
制量と配電損失を軽減できることがわかる。 
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表 6.1 電圧逸脱地点の PV のみの力率制御を行った場合の各 PV の力率， 
総有効電力出力，および，配電損失率 
 
時刻 [h] 
力率 
（PV1） 
力率 
（PV2）
力率 
（PV3）
総有効電力 
出力 [kW] 
配電 
損失率 [%] 
9 1.00 1.00 0.94 969 1.550 
10 1.00 1.00 0.91 1374 1.445 
11 1.00 1.00 0.90 1592 1.450 
12 1.00 1.00 0.91 1598 1.525 
13 1.00 1.00 0.96 1578 1.695 
14 1.00 1.00 0.88 1202 2.024 
15 － － － － － 
 
表 6.2 連系されているすべての PV の力率制御を行った場合の各 PV の力率， 
総有効電力出力，および，配電損失率 
 
時刻 [h] 
力率 
（PV1） 
力率 
（PV2）
力率 
（PV3）
総有効電力 
出力 [kW] 
配電 
損失率 [%] 
9 1.00 0.98 0.98 976 1.546 
10 1.00 0.98 0.94 1379 1.440 
11 1.00 0.96 0.95 1598 1.446 
12 1.00 0.96 0.96 1604 1.520 
13 1.00 0.99 0.98 1584 1.685 
14 1.00 0.99 0.90 1206 2.016 
15 1.00 0.97 0.88 1005 2.041 
 
 - 85 - 
6300
6350
6400
6450
6500
6550
6600
6650
6700
6750
Node1 Node2 Node3 Node4 Node5
線
間
電
圧
[V
]
cosθ1=1.00,cosθ2=1.00,cosθ3=1.00
cosθ1=1.00,cosθ2=1.00,cosθ3=0.94
cosθ1=1.00,cosθ2=0.98,cosθ3=0.98
上限値
下限値
 
 
図 6.17 各ノードの線間電圧（9 時） 
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図 6.18 各ノードの線間電圧（10 時）
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図 6.19 各ノードの線間電圧（11 時） 
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図 6.20 各ノードの線間電圧（12 時） 
 - 87 - 
6300
6350
6400
6450
6500
6550
6600
6650
6700
6750
Node1 Node2 Node3 Node4 Node5
線
間
電
圧
[V
]
cosθ1=1.00,cosθ2=1.00,cosθ3=1.00
cosθ1=1.00,cosθ2=1.00,cosθ3=0.96
cosθ1=1.00,cosθ2=0.99,cosθ3=0.98
上限値
下限値
 
 
図 6.21 各ノードの線間電圧（13 時） 
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図 6.22 各ノードの線間電圧（14 時） 
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図 6.23 各ノードの線間電圧（15 時） 
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6.5 蓄電池を用いた風力発電システム出力変動の平滑化制御実験
結果 
 
蓄電池を用いた風力発電システム出力変動の平滑化制御実験は，分散型電源
の時系列連系シナリオの時期 4 において連系可能最大出力を超えるような風力
発電システム（WP）を連系させることを想定して行った。その結果として，図
6.24 に平滑化制御前の WP 連系地点の 24 時間の線間電圧を示す。4:30 から 5:30
の時間帯が最も電圧逸脱の激しいため，その 1 時間に着目して実験結果を示す。
図 6.25 に 4:30 から 5:30 の 1 時間の WP 連系地点の線間電圧を示す。図 6.26 と
図 6.27 に，電圧逸脱の激しい 1 時間の平滑化時定数 T=200 と T=300 で平滑化
制御を行った場合の WP 連系地点の線間電圧，図 6.28 に平滑化時定数 T=300
で平滑化制御を行った場合の WP 連系地点の 24 時間の線間電圧を示す。図 6.29
と図 6.30 に，平滑化制御前と平滑化時定数 T=300 で平滑化制御を行ったときの
WP 連系地点の線路電流を示す。表 6.1 に実験結果より算出した各平滑化時定数
の蓄電池容量，利用率，および，縮小率を示す。 
図 6.24 から図 6.28 より，平滑化制御前と平滑化時定数 T=200 で平滑化制御
を行ったときでは，WP 連系点の電圧が適正電圧の上限値を逸脱しているが，
平滑化時定数 T=200 で平滑化制御を行うことで，電圧逸脱が解消され，24 時間
を通して電圧が適正範囲内に収まっているのがわかる。図 6.29 と図 6.30 より，
WP 出力の合成波形である WP 連系地点の線路電流が平滑化制御により，滑ら
かになり変動が抑制されているのがわかる。表 6.1 より時定数が大きくなるに
つれて，利用率は低下するが，縮小率も小さくなり平滑化効果が上がっている
のが分かる。また，蓄電池容量は，平滑化時定数 T=100 から T=200 では，小さ
くなっているが，平滑化時定数が大きくなるにつれて大きくなることがわかる。
さらに，時定数が大きくなるにつれて，利用率は低くなるが縮小率は小さくな
り平滑化効果が上がっているのが分かる。以上の結果から，最適な平滑化時定
数は，WP 連系地点の電圧が適正範囲内に収まり，かつ蓄電池容量が最小とな
る平滑化時定数となるため，平滑化時定数 T=300 を最適な平滑化時定数として
決定する。 
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図 6.24 平滑化制御前の WP 連系点の線間電圧（24 時間） 
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図 6.25 平滑化制御前の WP 連系点の線間電圧（1 時間） 
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図 6.26 平滑化制御後（T=200）の WP 連系点の線間電圧（1 時間） 
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図 6.27 平滑化制御後（T=300）の WP 連系点の線間電圧（1 時間） 
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図 6.28 平滑化制御後（T=300）の WP 連系点の線間電圧（24 時間） 
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図 6.29 平滑化制御前の WP 連系点の線路電流（24 時間） 
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図 6.30 平滑化制御後（T=300）の WP 連系点の線路電流（24 時間） 
 
表 6.1 各平滑化時定数の利用率，縮小率，および，蓄電池容量 
 
時定数[s] 100 200 300 400 500 1000 
利用率[%] 99.74 99.28 99.26 98.72 98.03 96.23 
縮小率[%] 15.84 10.82 9.23 8.77 8.17 7.05 
蓄電池容量[Ah] 72 66 70 74 79 90 
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本論文では，分散型電源の普及と配電ネットワークの安定供給維持の両立を
目指して，自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネットワークとの協調運用
形態を提案した。提案する協調運用形態は，配電ネットワークの安定運用手法
と分散型電源の有効利用手法の 2 つからなっており，配電ネットワークを安定
に維持しつつ分散型電源の普及拡大を目指すものである。また，太陽光発電シ
ステムや風力発電システムなどの自然エネルギー利用型分散型電源が順次連系
されるシナリオを想定し，分散型電源が連系された配電ネットワークを約 1/30
の電圧電流スケールで縮小模擬した分散型連系課題解決支援実験システムを用
いて，提案手法の実験検証を行った。 
 
[配電ネットワークの安定運用手法] 
 
① 多面的開閉器制御による最適ネットワーク構成の決定手法 
分散型電源が連系された配電ネットワークにおいて，配電損失の軽減と電
力品質の維持・向上を目的として，開閉器の開閉状態からなるネットワーク
構成候補の電圧・電流の計測結果から配電損失，電圧ひずみ率，および，電
圧不平衡率の 3 つの観点から評価し，最適なネットワーク構成を決定する手
法を提案し，検証実験を行った。検証実験から，分散型電源の連系台数が増
加しても，開閉器制御により，配電損失の軽減と電力品質を管理目標値内に
維持できることを確認できた。また，最適なネットワーク構成は散型電源が
連系される度に変化しうることが確認できた。 
 
② 多面的送り出し電圧制御による最適送り出し電圧プロファイルの決定手
法 
開閉器制御実験により決定された最適なネットワーク構成において，配電
用変圧器タップの長寿命化と配電ネットワーク全体の適正電圧維持を目的
として，配電用変圧器タップの 1 日のタップ総切替回数と電圧目標値誤差二
乗和が最小となる送出し電圧プロファイルを，最適送出し電圧プロファイル
として決定する手法を提案し，検証実験を行った。検証実験から，分散型電
源を連系させても，少ないタップ切り替え回数ですべての地点電圧を適正範
囲内に維持できることを確認した。しかし，分散型電源の連系台数を増加さ
せていくと，分散型電源の連系時と解列時の双方において，配電ネットワー
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ク全体の電圧を適正範囲内に維持することが可能なタップ可動許容範囲が
狭くなることがわかった。その結果，タップ切替回数が増加し，最終的には，
連系時と解列時の双方での適正電圧維持が不可能となる恐れがあり，SVR
などの電圧調整機の導入など他の対策が必要となることがわかった。 
 
③ 分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力の算定手法 
決定された最適ネットワーク構成と最適送り出し電圧プロファイルにおい
て，配電ネットワークの安定供給維持と分散型電源の過剰な設備投資を抑制
することを目的として，各時間断面の配電損失の各地点の配電ネットワーク
に悪影響を与えない最大出力（分散型電源の地点別時間別連系可能最大出力）
を算定する手法を提案し，検証実験を行った。検証実験では，分散型電源を
各ノードに連系させ，徐々に出力を上げることで，各ノードの電圧・電流の
計測結果から，適正電圧制約と逆潮流制約のもと，分散型電源の地点別時間
別連系可能最大出力を算定した。実験の結果，連系可能最大出力は配電線の
根元に近いほど大きく，末端に近づくほど小さくなることがわかった。また，
分散型電源を連系させた後でも，開閉規制御や送り出し電圧制御により，連
系可能最大出力が大きく変化する可能性か確認できた。 
 
[分散型電源の有効利用手法] 
 
④ 太陽光発電システム群の力率制御手法 
 太陽光発電システム群の総有効電力最大化と配電損失の軽減を目的として，
配電ネットワーク全体の電圧を監視し，太陽光発電システム群の連系より電
圧が適正範囲を逸脱する場合には，ネットワーク全体の電圧を適正範囲内に
維持することを制約条件として，有効電力の総和が最大となるように太陽光
発電システムの力率を制御する手法を提案し，検証実験を行った。検証実験
では，連系可能最大出力を超えるような太陽光発電システムが連系された配
電ネットワークにおいて，太陽光発電システム群の総有効電力出力の最大化
と配電損失の軽減を踏まえた太陽光発電システム群の力率制御により，電圧
逸脱を解消した。この実験から，電圧逸脱地点の太陽光発電システムだけで
は，解消できなかった電圧逸脱を，複数の太陽光発電システムの力率制御に
より解消することが確認できた。また，電圧逸脱地点の太陽光発電システム
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のみで力率制御を行うよりも複数の PV で力率制御を行う方が，総有効電力
出力が大きく，配電損失が小さくなることがわかった。 
 
⑤ 蓄電池による風力発電出力変動平滑化制御手法 
配電ネットワーク全体の適正電圧維持と風力発電システムに併設される蓄
電池容量を最小にすることを目的として，変動の激しい風力発電システムの
出力を蓄電池の充放電出力により平滑化する手法を提案し，検証実験を行っ
た。検証実験では，連系可能最大出力を超えるような風力発電システムを連
系させ，風力発電システム出力の激しい変動による電圧逸脱を，蓄電池の充
放電により風力発電システムの出力変動を平滑化し，配電ネットワーク全体
の電圧逸脱が解消可能な平滑化時定数を求め，また，各平滑化時定数におい
て蓄電池容量を算出し，風力発電システムの連系地点の電圧が適正範囲内に
収まり，かつ蓄電池容量が最小となる最適な平滑化時定数を決定した。この
実験から，平滑化時定数は大きくなるほど平滑化効果を大きくなるが，蓄電
池容量は平滑化時定数を大きくしていくと一度小さくなり，その後は大きく
なり続けることが確認できた。 
 
以上の結果から，実証試験を通して，配電ネットワークを安定に維持しつつ
分散型電源の普及拡大を目指す，自然エネルギー利用型分散型電源と配電ネッ
トワークとの協調運用手法の妥当性が確認できた。 
 
 - 98 - 
参考文献 
 
(1) 新エネルギー・産業技術総合開発機構 新エネルギー技術開発部：「2030 年  
に向けた太陽光発電ロードマップ（PV2030）」 (2004) 
(2) 新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー技術開発部：「太陽光発
電ロードマップ（PV2030+）概要版」(2009) 
(3) 新エネルギー・産業技術総合開発機構 エネルギー対策推進部：「風力発電導
入ガイドブック（第 9 版）」(2008) 
(4) 平井崇夫・藤原信行：「新たな電力供給システムの動向と将来展望―2 分散
型電源導入拡大に伴う諸問題（配電ネットワークを中心に）」電学誌，125
巻，3 号, pp.149-152 (2005-3) 
(5) 本庄暢之：「大容量風力発電の動向」電学誌，129 巻，5 号, pp.284-287 (2009-5) 
(6) 近藤道雄：「太陽光発電の現状と今後の課題」電学誌，129 巻，12 号, pp.812-816 
(2009-12) 
(7) 高野富裕：「自然エネルギー発電のための電力貯蔵技術」電学誌，127 巻，
10 号, pp.668-671 (2007-10) 
(8) 林泰弘・川﨑章司・松木純也・若尾真治・馬場旬平・北條昌秀・横山明彦・
小林直樹・平井崇夫・生石光平：「分散型電源の導入拡大に対応した配電
ネットワークの協調運用形態」，電学論 B，127，1，pp.41-51 (2007-1) 
(9) 林泰弘，川﨑章司，松木純也，酒井重和，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，不破由晃，森健二郎：「分散型電源の連系課題解決支援実験シ
ステム(ANSWER)の構築」，20 年電気学会全国大会，6-258，pp.435-436 
(2008-3) 
(10) 林泰弘・川﨑章司・松木純也・松田浩明・酒井重和・宮崎輝・小林直樹:
「分散型電源連系配電ネットワークの標準解析モデルの構築とネットワ
ーク構成候補の多面的評価手法の開発」，電学論 B，126，10，pp.1013-1022 
(2006-10) 
(11) 林泰弘・松木純也・鈴木良治・武藤英司：「分散型電源が連系された配電
ネットワークにおける最適送出し電圧の決定手法」，電学論 B，125，9，
pp.846-854 (2005-9) 
(12) 林泰弘・松木純也・花井悠二・細川慎平・小林直樹：「分散型電源の地点
別時間別連系可能最大出力の算定」電学論 B, 126, 10, pp.1023-1031 
 - 99 - 
(2006-10) 
(13) 野村知弘･上村浩俊･林泰弘･川崎章司･松木純也：「適正電圧維持を目的と
した風力出力変動平滑化制御の最適時定数の決定に関する基礎実験」，平
成 20 年電気学会全国大会，6-246，pp.413-414  (2008-3) 
(14) 若尾真治・細越大資・藤原信行・生石光平：「データベースに基づく風力
発電機の風況－出力モデリングに関する基礎的検討」，平成 17 年電気学会
電力・エネルギー部門大会，245，pp.27-15, 27-16 (2005-8) 
(15) 北條昌秀･大西徳生：「太陽光発電系統連系インバータを活用した高調波抑
制手法の基礎検討」，平成 17 年電気学会電力・エネルギー部門大会，118，
pp.4-5, 4-6 (2005-8) 
(16) 北條昌秀・大西徳生：「太陽光発電系統連系インバータによる余剰容量に
応じた高調波補償法の検討」，平成 17 年電気学会電力技術・電力系統技術
合同研究会，PE-05-132, PSE-05-139, pp.23-28 (2005-9) 
(17) 若尾真治・高野博光・中村秀人・佐藤敏幸・薮本俊昭：「蓄電池併設太陽
光発電ピークカットシステムにおけるＰＶ容量のシミュレーション評
価」，日本太陽エネルギー学会,太陽／風力エネルギー講演論文集 2002，
pp.147-150 (2002-11) 
(18) 馬場旬平・鈴木聡・沼田茂生・草川慎一・米津武則・傅田篤・仁田旦三・
正田英介：「分散型電源の出力応答特性の簡易モデル」，平成 17 年電気学
会電力・エネルギー部門大会，170，pp.13-1, 13-2 (2005-8) 
(19) 馬場旬平・米津武則・仁田旦三・沼田茂生・傅田篤・関根大祐・草川慎一・
正田英介：「分散型電源モデルを用いた複数種類分散型電源統合制御有効
電力計算機シミュレーションと実測結果の比較例」，平成 17 年電気学会電
力技術・電力系統技術合同研究会，PE-05-98, PSE-05-105, pp.49-54 (2005-9) 
(20) G. W. Ault, C. E. T. Foote, and J. R. McDonald, “Distribution system planning in 
focus”, IEEE Power Engineering Review, January 2002, pp.60-63 
(21) R. C. Dugan, and T. E. Mcdermott, “Distributed generation”, Industry 
Applications Magazine, IEEE, Vol. 8, Mar/Apr 2002, pp.19-25 
(22) Y. G. Hegazy, M. M. A. Salama, and A. Y. Chikhani, “Adequacy assessment of 
distributed generation systems using Monte Carlo Simulation”, IEEE Trans, 
Power Systems, Vol. 18, No. 1, February 2003, pp.48-52 
(23) S. Naka, T. Genji, T. Yura, and Y. Fukuyama, “A hybrid particle swarm 
 - 100 - 
optimization for distribution state estimation”, IEEE Trans, Power Systems, Vol. 
18, No. 1, February 2003, pp.60-68 
(24) A. A. Chowdhury, S. K. Agarwal, and D. O. Koval, “Reliability modeling of 
distributed generation in conventional distribution systems planning and 
analysis”, IEEE Trans, Industry Applications, Vol. 39, No. 5, September/October 
2003, pp.1493-1498 
(25) Y. Mao, and K. N. Miu, “Switch placement to improve system reliability for 
radial distribution systems with distributed generation”, IEEE Trans, Power 
Systems, Vol. 18, No. 4, November 2003, pp.1346-1352 
(26) W. El-Khattam, Y. G. Hegazy, and M. M. A. Salama, “An integrated distributed 
generation optimization model for distribution system planning”, IEEE Trans, 
Power Systems, Vol. 20, No. 2, May 2005, pp.1158-1165 
(27) W. El-Khattam, Y. G. Hegazy, and M. M. A. Salama, “Investigating distributed 
generation systems performance using Monte Carlo simulation”, IEEE Trans, 
Power Systems, Vol. 21, No. 2, May 2006, pp.524-532 
(28) E. Carpaneto, G. Chicco, and J. S. Akilimali, “Branch current decomposition 
method for loss allocation in radial distribution systems with distributed 
generation”, IEEE Trans, Power Systems, Vol. 21, No. 3, August 2006, 
pp.1170-1179 
(29) In-Su Bae, and Jin-O Kim, “Reliability evaluation of distributed generation based 
on operation mode”, IEEE Trans, Power Systems, Vol. 22, No. 2, May 2007, 
pp.785-790 
(30) S. Khushalani, J. M. Solanki, and N. N. Schulz, “Development of three-phase 
unbalanced power flow using PV and PQ models for distributed generation and 
study of the impact of DG models”, IEEE Trans, Power Systems, Vol. 22, No. 3, 
August 2007, pp.1019-1025 
(31) In-Su Bae, Jin-O Kim, Jae-Chul Kim, and C. Singh, “Optimal operating strategy 
for distributed generation considering hourly reliability worth”, IEEE Trans, 
Power Systems, Vol. 19, No. 1, February 2004, pp.287-292 
(32) M. Nagpal, F. Plumptre, R. Fulton, and T. G. Martinich, “Dispersed generation 
interconnection-utility perspective”, IEEE Trans, Industry Applications, Vol. 42, 
No. 3, May/June 2006, pp.864-872 
 - 101 - 
(33) M. Thomson, and D. G. Infield, “Network power-flow analysis for a high 
penetration of distributed generation”, IEEE Trans, Power Systems, Vol. 22, No. 
3, August 2007, pp.1157-1162 
(34) Y. Zhu, and K. Tomsovic, “Adaptive power flow method for distribution systems 
with dispersed generation”, IEEE Trans, Power Delivery, Vol. 17, No. 3, July 
2002, pp.822-827 
(35) A. Losi, and M. Russo, “Dispersed generation modeling for object-oriented 
distribution load flow”, IEEE Trans, Power Delivery, Vol. 20, No. 2, July 2005, 
pp.1532-1540 
(36) 競争環境下における電力品質調査専門委員会：「競争環境下における電力
品質」，電気学会技術報告第 925 号 (2003) 
(37) 電気協同研究会：「電力品質に関する動向と将来展望」，電気協同研究第 55
巻第 3 号，(2000) 
(38) 電気協同研究会：「配電系統における電力品質の現状と対応技術」，電気協
同研究第 60 巻第 2 号 (2005) 
(39) 横山明彦：「新たな電力供給システムの動向と将来展望―1 総論」電学誌，
125 巻，3 号, pp P.145-148 (2005-3) 
(40) 日本電気協会系統連系専門部会：「系統連系規程 JEAC 9701 -2006」，オー
ム社 (2006) 
(41) 社団法人 電池工業会：「据置蓄電池の容量算出法 SBA S 0601」（2001-11） 
 
 - 102 - 
謝辞 
本研究は福井大学 工学部 電気・電子工学科 電力システム研究室で行われ
たものであり，本研究を学位論文にまとめるにあたり，ご多忙の中，終始変わ
らぬ激励と適切なご指導下さった，福井大学 電気・電子工学専攻の 松木純
也 教授と川﨑章司 助教，早稲田大学 先進理工学部 電気･情報生命工学科の
林泰弘 教授に深く感謝します。 
また，適切な助言を頂いた，後輩の D2 の花井悠二氏，M2 の上村浩俊氏，栗
原雅典氏，山口益弘氏，岩崎真幸氏他，M1 の金本憲明氏，下田一貴氏，永田
耕一氏，吉村和晃氏他，およびこれまでご指導くださった卒業生の高野浩貴氏，
大橋正芳氏，岡本直樹氏，加藤政暢氏，小林賢一氏，河野源氏，鈴木良治氏，
高橋雅浩氏，谷川伸明氏，中野利一氏，小田宜典氏，小野山明孝氏，加藤茂昌
氏，黒瀬勇介氏，船崎陽一氏，細川慎平氏，村田憲冶氏，米沢浩則氏，片山雅
之氏，豊田尚弘氏，松田浩明氏，三上達郎氏，野村知弘氏，菊谷裕隆氏，宮元
英樹氏，横山昌央氏他には，言葉では言い表せないくらいの感謝と共に，一言
この場を借りて御礼申し上げます。 
 
 - 103 - 
本論文に関する発表・投稿論文 
学術論文 
1. S. Sakai, Y. Hayashi, S. Kawasaki, J. Matsuki, Y. Fuwa, K. Mori, “Experimental 
Multi-objective Evaluation of Radial and Loop istribution Network Configuration 
Using Distribution Network Equipment”, IEEJ Trans., Vol.3, pp.530-539 
2. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，森健二郎，不破由晃「分散型電源連系課題解決支援実験システム
(ANSWER)の構築と分散型電源と配電ネットワークとの協調運用形態の実
験検証」, 電学論 B, 130, 5, (2010) (掲載決定) 
 
レフェリー制のある国際会議 
1. Y. Hayashi, S. Kawasaki, J. Matsuki, S. Sakai, J. Baba, A. Yokoyama, M. Hojo, S. 
Wakao, N. Kobayashi, K. Oishi, “Active Coordinated Operation of Distribution 
Network with Distributed Generators”, Proc. of ICEE2007 International Conference 
on Electrical Engineering, ICEE-480, July 2007 
2. Y. Hayashi, S. Kawasaki, S. Sakai, J. Matsuki, “Determination of Optimal 
Smoothing Time Constant of Wind Power Generation System with Storage Battery 
to control Voltage Fluctuation and Load Fluctuation”, Proc. of ICEE2008 
International Conference on Electrical Engineering, O-053, July 2008 
3. S. Sakai, Y. Hayashi, J. Matsuki, S. Kawasaki, “Verification Experiment of Multi 
Objective Power Factor Control of Photovoltaic Generation Systems”, Proc. of 
ICEE2009 International Conference on Electrical Engineering, PN2-07, July 2009 
 
学会発表（国際） 
1. Y.Hayashi, S.Kawasaki, J.Matsuki, S.Sakai, K.Mori, and Y.Fuwa “Multi-objective 
evaluation of radial and loop distribution network configuration using distribution 
network equipment”, Proc. of IEEJ-EIT Joint Symposium on Advanced 
Technology in Power Systems, HV-07-106, PSE-07-165, November 19-20 
(2007-11) 
 - 104 - 
2. Y.Hayashi, S.Sakai, J.Matsuki, Y.Fuwa, and K.Mori “Verification of Proposed 
Active Operation of Power Grid with PV Systems by Scaled-down Distribution 
Network Equipment”, Proc. of 17th International Photovoltaic Science and 
Engineering Conference, 5O-C7-04, December 3-7 (2007-12) 
 
学会発表（国内） 
1. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，吉川尚志，馬場旬平，横山明彦，
北條昌秀，若尾真治，小林直樹，生石光平：「配電ネットワーク模擬実験に
よる分散型電源と配電ネットワークとの協調運用形態の検証」，平成 19 年電
気学会電力技術・電力系統技術合同研究会，PE-07-31, PSE-07-46 (2007-7) 
2. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也：「分散型電源と配電ネットワーク
との協調運用に関する研究」，平成 19 年電気関係学会北陸支部連合大会，
A-52 (2007-9) 
3. 吉川尚志，林泰弘，川﨑章司，松木純也，酒井重和：「DG 多数台連系前後
での配電ネットワーク構成候補の評価実験」，平成 19 年電気関係学会北陸支
部連合大会，A-57 (2007-9) 
4. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，小林直樹，生石光平：「分散型電源と配電ネットワークとの協調
運用形態の検証実験」，平成 19 年電気学会電力・エネルギー部門大会，323，
pp.34-15, 34-16 (2007-9) 
5. 酒井重和，吉川尚志，林泰弘，川﨑章司，松木純也：「配電ネットワーク模
擬実験設備を用いた分散型電源多数台連系前後での配電ネットワーク構成
の多面的評価」，平成 19 年電気学会電力・エネルギー部門大会，320，pp.34-9, 
34-10 (2007-9) 
6. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，小林直樹，生石光平：「分散型電源と配電ネットワークとの協調
運用形態の検証実験」，平成 19 年電気学会電力・エネルギー部門大会 YPC
（ヤング・エンジニア・ポスター・コンペティション），Y-25 (2007-9) 
7. 酒井重和，吉川尚志，林泰弘，川﨑章司，松木純也：「配電ネットワーク模
擬実験設備を用いた分散型電源多数台連系前後での配電ネットワーク構成
候補の評価」，平成 19 年電気学会電力・エネルギー部門大会 YPC（ヤング・
エンジニア・ポスター・コンペティション），Y-22 (2007-9) 
 - 105 - 
8. 林泰弘，川﨑章司，松木純也，酒井重和，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，不破由晃，森健二郎：「分散型電源の連系課題解決支援実験シス
テム(ANSWER)の構築」，平成 20 年電気学会全国大会，6-258，pp.435-436 
(2008-3) 
9. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，森健二郎，不破由晃：「ANSWER を用いた分散型電源と配電ネッ
トワークの協調運用形態の検証実験」，平成 20 年電気学会電力技術・電力系
統技術合同研究会，PE-08-21, PSE-08-30 (2008-8) 
10. 酒井重和，金本憲明，林泰弘，川崎章司，松木純也：「太陽光発電システム
の連系箇所における力率制御」，平成 20 年電気学会北陸支部大会，A-53 
(2008-9) 
11. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，森健二郎，不破由晃：「ANSWER を用いた分散型電源と配電ネッ
トワークの協調運用実験」，平成 20 年電気学会電力・エネルギー部門大会，
P22，pp.43-44 (2008-9) 
12. 上村浩俊，酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也：「適正電圧維持を目的
とした蓄電池併設風力発電システムの出力平滑化時定数の最適化実験」，平
成 20 年電気学会電力・エネルギー部門大会，No.P11, pp.21,22, (2008-9) 
13. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，金本憲明：「太陽光発電システム
群の多目的力率制御の ANSWER による検証実験」，平成 21 年電気学会全国
大会，6-019，pp.35-36  (2009-3) 
14. 酒井重和，金本憲明，林泰弘，川﨑章司，松木純也：「ANSWER による太陽
光発電システム群の力率制御手法の検証実験」，平成 21 年電気学会電力・エ
ネルギー部門大会, No.P16, pp.31,32, (2009-8) 
15. 酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，馬場旬平，横山明彦，北條昌秀，
若尾真治，森健二郎，不破由晃：「自然エネルギー利用型分散型電源と配電
ネットワークとの協調運用形態の検証実験」，平成 21 年電気学会電力技術・
電力系統技術合同研究会，PE-09-166, PSE-09-174 (2009-9) 
16. 上村浩俊，酒井重和，林泰弘，川﨑章司，松木純也，若尾真治：「蓄電池容
量最小化を目的とした風力発電出力の最適平滑化時定数の決定」，平成 21
年電気学会電力技術・電力系統技術合同研究会，PE-09-168，PSE-09-176 
(2009-9) 
 - 106 - 
17. 酒井重和，金本憲明，林泰弘，川﨑章司，松木純也：「太陽光発電システム
群の総有効電力出力最大化を目的とした力率制御手法」，平成 21 年電気学会
電力技術・電力系統技術合同研究会，PE-09-170，PSE-09-178 (2009-9) 
 
